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雇用創出企画会議第一次報告書

Ⅰ．雇用創出の取り組みについて

１．雇用創出策推進の趣旨

、 。厳しい雇用失業情勢の中で 雇用機会の創出が喫緊の課題となっている

雇用創出を円滑に進めるためには、雇用創出の可能性がある分野における

制度改革を中心とした雇用の受け皿づくり、そこにおける人材ニーズの把

握、それに応じた人材育成、労働移動の円滑化など、諸施策を一体的・総

合的に展開していくことが不可欠である。

このように、雇用創出の推進に当たっては、新産業の創造に取り組み、

それを具体的な雇用機会に結実させていく施策の展開が重要であるが、さ

らに、今後は、地域や身の回りにある事業のきっかけをつかみ、そこから

雇用機会を生み出していくことが特に重要である。実際、地域社会では、

従来の「雇用」の枠組みにとらわれない就労機会が広がっている。そうし

、 「 」た就労の一つ一つは 現状では労働時間も短く収入も少ない 細切れ雇用

であるが、これらを組み合わせることにより、新たな「雇用機会」とする

ことが期待できる。

今後は、このような雇用機会を拡大させていくため、地域のビジネスチ

ャンスをとらえた起業の支援や、新しい雇用機会づくりに向けた支援策な

どについて検討を強化することが求められている。

(1)厳しい雇用失業情勢と雇用創出への期待

日本経済は、１９９０年代以降、長期の経済停滞の中にある。平成３（１

） 、 、９９１ 年のバブル崩壊以降 今まで２回の景気回復過程を経験したものの

その回復力は弱く、雇用・失業情勢は、継続的に悪化してきた。完全失業率

は、平成３年の２．１％から平成１４年には５．４％にまで上昇した。

失業者の再就職の促進に向けて、職業紹介機能の向上を通じた労働市場に

おける需給調整機能の強化が求められているが、それと同時に、あるいはそ

れ以上に、日本社会が経済活力を回復させ、雇用機会を力強く創出していけ

るよう、積極的な企業活動、新規の事業展開などに支えられた雇用の受け皿
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づくりが求められている。

(2)規制改革による雇用創出

雇用機会の創出に向けた雇用の受け皿づくりには、企業の事業運営にから

む制度のあり方が大きく関係している。日本社会では、少子高齢化、ＩＴ技

術に支えられた情報化など大きな変化が潮流となって進行しているが、こう

した変化は、既存の需要構造を変え、従来の製品・サービスの構成は新しい

姿へと変化せざるをえない。ところが、従来の法制度や諸慣行など社会の仕

組みは、今までの発展を支え、また、そこから大きな経済的利益を得てきた

こともあって、古い仕組みのまま定着し、固定化してしまった面がある。

今後、経済活性化に支えられた新産業の創造によって雇用の受け皿づくり

を進めていくためには、雇用創出の可能性がある諸分野において、新しい社

会の実態に応じ発展していこうとする企業活動を、政策的に支援していくこ

とが求められる。また、こうした企業支援の検討においては、企業を取り巻

く制度・慣行などについて改めて検討し、規制改革を通じて、雇用の受け皿

づくりを進めるという視点を特に重視して行く必要がある。

このように、雇用創出に向けた労働政策の展開にあたっては、雇用の受け

皿となる新産業の育成、そこにおける人材ニーズの把握、人材育成、円滑な

労働力需給調整など、産業面・労働面の両面にわたる総合的な検討が求めら

れているといえる。

(3)地域のニーズをとらえた雇用創出

雇用の受け皿づくりに当たっては、新産業の創造とあわせて、地域社会や

身の回りの問題を事業のきっかけとして、掘り起こしていくことも重要であ

る。このような事業起こしは、一人一人にとって身近なものであり、身の丈

にあったものであることから、雇用機会を生み出していく方法として有効で

あり、雇用創出効果も大きいと期待される。実際、近年では、地域貢献のた

めの事業を起こしたり、仲間が集まって起業するなどの事例が注目されてい

る。

こうした地域ニーズをとらえた事業がますます発展していくように適切な

支援策や有効な制度の在り方について検討を深めていくことが求められてい

る。
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２．雇用創出をめぐる現状

この１０年間の雇用の動向をみると、大企業での雇用削減が大きく、雇用

創出はサービス業や中小企業で行われている。また、そこで拡大している雇

用機会も従来の「雇用」の枠組みではとらえきれない多様化を示している。

さらに、ＮＰＯ（民間非営利組織）の増加など雇用の受け皿にも多様化がみ

られる。これらの新たな産業・雇用動向を的確に把握し、現実に即した雇用

創出策を検討していくことが重要である。

(1)産業別・企業規模別にみた雇用の動き

１９８０年代における産業別就業者の動きを産業大分類でみると、サービ

ス業、製造業、卸売・小売業、飲食店などで大きな伸びがみられたが、９０

年代には、製造業が減少に転じ、就業者の増加は、サービス業がそのほとん

どを牽引するようになっている（資料１ 。一方、企業規模別には、８０年）

、 、 、代には どの企業規模においても雇用者の増加がみられたが ９０年代には

大企業（１０００人以上規模）では、雇用の伸びがみられず、雇用は、中堅

（ ） （ ）。規模の企業 １００人から５００人規模 での伸びが大きかった 資料２

バブル崩壊以降、大企業では、多くの人員削減計画が発表されたが、９０年

代の雇用は、大企業ではなく、中小、中堅企業によって生み出されてきたこ

とが分かる。

(2)雇用の増加分野と就業形態の特徴

雇用の顕著な増加がみられたサービス業について、就業形態の面での特徴

をみると、非正規社員の増加が大きい。総務省統計局「就業構造基本調査」

により、非正規社員の割合をみると、他産業の増加以上に増加のテンポが速

くなっている。サービス業の非正規社員の割合は、昭和５７（１９８２）年

には２割程度で、昭和６２（１９８７）年までは、全産業平均を下回ってい

たが、平成４（１９９２）年には産業平均を上回り、平成９（１９９７）年

には、３割程度にまで上昇している（資料３ 。また、就業者の女性割合も）

高まり、平成４（１９９２）年以降、５割を上回っている（資料４ 。）

サービス業の拡大のためには、対事業所サービスにせよ、対個人サービス

にせよ、できるだけ安価で良質なサービスが提供されること求められるが、

サービス産業の分野で進むパート・アルバイトの活用と専門的人材の活用
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、 、 、 、は サービス業か拡大していくための条件として 今後も その傾向が続き

非正規社員の増加につながるものと見込まれる。サービス業は、労働集約的

な産業であり、労働力の提供の仕方がサービスそのものを大きく規定するこ

ととなるが、パート・アルバイト化は労働のマニュアル化と一体になって労

務コストの抑制と労働の標準化を進め、合理化されたサービスの提供につな

がっている。また、専門的人材の活用によって、産業内での合理的な協業が

進み、サービスの質を向上させている。

このように、雇用創出においては、雇用の受け皿づくりと同時に、そこで

提供される雇用の形態も重要な意義を有しており、雇用創出分野の実態把握

にあたっては、産業面の事情と一体的に、就業形態、労働条件などの把握を

進めることが不可欠である。また、雇用創出は、従来の企業セクターばかり

でなく、ＮＰＯ（民間非営利組織）の増加などにもみられるように、非企業

・非営利セクターにもある。働き方の多様化が一層進行していることを踏ま

えながら、雇用創出の実情をとらえていく必要がある。

実際、地域社会では従来の「雇用」の枠組みにとらわれない就労機会が広

がっている。そうした就労の一つ一つは、現状では労働時間も短く収入も少

ない 細切れ雇用 であるが これらを組み合わせることにより 新たな 雇「 」 、 、 「

用機会」とすることが期待できる。今後は、このような雇用機会を拡大させ

ていくため、地域のビジネスチャンスをとらえた起業の支援や、新しい雇用

機会づくりに向けた支援策などについて検討を強化することが求められる。

(3）事業の開設と雇用創出

雇用創出については、既存の企業での雇用の拡大部分と新規の企業の誕生

による雇用増加部分とに分けてみることができる。

このような観点から、雇用変化率を①新規開業に伴う雇用創出率、②事業

所廃止に伴う雇用喪失率、③既存部分変化率（既存の事業所において雇用を

増加又は減少させた部分）とに分けてみてみると、１９９０年代には、９１

年から９４年までの間、また、９６年から９９年の間に、既存部分の変化率

がマイナスになっている。大企業での雇用削減などもあり、既存企業におい

。 、て雇用を増加させることが難しくなってきていることがうかがわれる 一方

新規開業に伴う雇用創出率は１９９０年代を通じて低下しており、また、事

業所廃止に伴う雇用喪失率は高まっている（資料６ 。）

こうしたことから、今後の雇用創出にとっては、新規の開業を増加させて

いくとともに、新規に開業された事業が、より多く事業の成功に結びつくよ
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うにしていくことが課題となる。

３．雇用創出分野の選定と検討と視点

雇用創出の可能性の高い分野は、概ね次の２分野に分類することできる。

Ａ：地域社会の問題に対して事業展開する分野

Ｂ：新産業の創造に伴い専門的・技術的な職業能力が必要になる分野

このうち、Ａの分野では、多様で柔軟なサービスを提供する地域密着型の

小規模ビジネスが「コミュニティ・ビジネス」と呼ばれ注目されている。コ

ミュニティ・ビジネスは、福祉、介護、教育、文化、環境保護など従来、公

共サービスとして提供されていた分野で事業を拡大させてきている。一方、

Ｂの分野では、企業や業界団体が今後のビジネスチャンスを見つけだすため

に、情報収集や研究を進めており、たとえば、技術革新が期待される分野と

しては、環境技術分野、情報通信分野などがあり高度な技術力を求められる

他、消費ニーズに対応した生活関連分野では、今までにない専門的な職業能

力が求められるようになっている。

これらを踏まえ、雇用創出企画会議では、雇用創出が見込まれる産業分野

として、コミュニティ・ビジネス、環境ビジネス、情報通信産業、住宅産業

等について注目し、業界団体、関係省庁、地方公共団体、ＮＰＯなどからそ

れぞれの雇用創出分野についてのヒアリング調査を行った。

(1)雇用の増加分野の類型

サービス業を中心に拡大した９０年代の雇用の動きを、総務省統計局「事

業所・企業統計調査」により詳細にみると、洗濯・理容・浴場業（美容業な

ど 、その他の生活関連サービス業（写真業など 、娯楽業（パチンコ、カ） ）

ラオケボックスなど 、情報サービス・調査業（ソフトウェア業 、専門サ） ）

ービス業（フィットネスクラブなどの個人教授所 、その他の事業サービス）

（建物サービス、警備など 、廃棄物処理業、医療業、社会保険・社会福祉）

（保育所、老人福祉事業など）の分野での増加がみられた（資料８ 。）

これらの雇用の増加の背景については、概ね次の４つの理由があると考え

られる。

① 環境問題への対応や高齢化の進展などの社会の動きに対し、新たなビジ

ネスの形態をつくりだし その成長によって 雇用が生み出されたもの 廃、 、 （
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棄物処理、社会保険・社会福祉など 。）

② 技術革新に伴い新たな事業分野が生まれたり拡大することによって、雇

用が生み出されたもの（ソフトウェア業など 。）

③ 所得の向上に伴い、選択的で質の高い消費のニーズが生まれ、それに対

し提供される製品やサービスの拡大によって 雇用が生み出されたもの 生、 （

活関連サービス、娯楽業、フィットネスなど 。）

④ 特定分野に特化したサービスを効率よく提供することを通じて、他の企

業が社内で行っていた仕事を受注することによって、雇用が生み出された

もの（建物サービス、警備など 。）

なお、既存の産業分類や統計資料は過去の動きを整理するのには適してい

るが、新しい発展分野を見つけだしていく場合には限界があることに注意し

ておく必要がある。たとえば、ソフトウェア業や廃棄物処理業などのサービ

ス業で雇用が増加しているが、これらのサービス業の拡大と密接なつながり

をもって製造業の特定分野において波及的に雇用が増加したことが想像され

る。しかし、現状の産業分類や数値統計資料からは、これらの特定の製造分

野を把握することは難しい。雇用創出分野の検討にあたっては、こうした産

業間の連関を意識し、既存の産業分類にとらわれることなく検討していくこ

とが求められよう。

(2)雇用創出分野の選定

雇用創出を検討するための分野選定に当たっては、ここで整理した雇用増

加の背景や理由を参考にすることが有効と考えられる。

まず、理由の①については、社会に発生している諸問題を解決しようとす

ることが新たなビジネスになるということを示している。このような社会需

要に対応する分野については、必ずしも既存の数値統計によって把握されて

いる訳ではなく、また、必ずしも従来型の企業セクターによって事業が拡大

するものでもないと予想される。ヒアリング等によって現実の動きを調べる

、 、 、 、と こうした分野では 地域密着型の小規模ビジネスの拡大がみられ 福祉

介護、教育、文化、環境保護など、従来、公共サービスとして提供されてい

た事業分野で事業を拡大させている。これらはＮＰＯ（民間非営利組織 、）

協同組合等（労働者協同組合、企業組合 、小規模会社などが担っており、）

一般に「コミュニティ・ビジネス」と呼ばれている。

次に理由の②、③については、新しい技術発展の方向や消費者のニーズを

とらえ、新製品や新サービスを生み出していくということであり、既存の企
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業や業界団体も、今後のビジネスチャンスを見つけ出すために、情報や研究

を進めている。その際、今後の期待分野としては、環境技術、情報通信技術

などの技術革新分野の他、生活・健康・福祉関連などの専門的サービスの分

野などが注目されている。

たとえば 「今後、成長・発展が期待される分野」として、厚生労働省労、

（ ） 、 、働政策担当参事官室で調査したもの 平成１４年１月 では 情報通信関連

環境関連、健康・福祉関連、住宅関連、生活・文化関連などがあがっており

（資料９ 、情報通信関連は、技術革新分野に対応するものであり、健康・）

福祉関連、住宅関連、生活・文化関連などの生活関連分野は、消費者の新し

いニーズに即して新サービス・新製品を提供していくものととらえられる。

なお、環境関連は、技術革新によって環境制約をのりこえていくという技術

革新分野としての性格に加え、社会需要にも対応しようとする性格も備えて

いる。また、厚生労働省「産業労働事情調査 （平成１２年）により、企業」

が新たに進出しようとする異分野をみても、環境関連、情報通信関連などの

分野があげられている（資料１０ 。）

最後に理由の④についてであるが、この分野は、いわゆる「アウトソーシ

ング」の分野であり、雇用が生み出されている反面、旧来の企業内での労働

が新たなサービス労働に代替される面があり、必ずしも全てが社会全体のネ

ットでの雇用増加になっていない面があることに留意する必要がある。

(3)雇用創出の検討方法

雇用創出のための検討にあたっては、雇用創出の可能性がある分野につい

て、その分野での制度のあり方も含めた産業実情を把握するとともに、人材

ニーズを把握し、産業面・労働面の一体的な理解のもとに、人材育成、雇用

管理支援、労働力需給調整などの諸課題を整理していくことが求められる。

また、こうした事実の把握にあたっては、関係する業界団体や関係省庁か

ら情報収集するのと同時に、先行的に調査・検討を実施している研究機関に

情報提供を求めることも有効な手段として期待できる。さらに、事実関係の

、 、把握とともに 関係者からの要望など行政ニーズについても把握することも

重要であろう。

したがって、検討にあたっては、雇用創出の可能性がある分野（ 雇用創「

出分野 ）について、その分野における産業面・労働面の実情を、関係者な」

どのヒアリングを通じて明らかにしていくことが有効な手段であると考えら

れる。以下のⅡのとりまとめは、こうした観点から、雇用創出分野を選定し
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て実施したヒアリングをもとにとりまとめたものである。

、 、雇用創出分野の選定に当たっては 今までの検討を通じてみてきたように

Ａ地域社会の問題に対して事業展開が期待される分野、Ｂ新産業の創造に伴

い専門的・技術的な職業能力が必要とされる分野にしぼって調べていくこと

が有効であると考えられる。そこで、前者Ａの分野としてコミュニティ・ビ

、 、 、ジネスを取り上げ ＮＰＯ 地方公共団体等へのヒアリングを実施したほか

後者Ｂの分野として環境技術関連分野、情報通信関連分野、住宅産業を中心

とした生活関連分野を取り上げ、業界団体を中心にヒアリングを実施した。
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Ⅱ．雇用創出分野のヒアリング結果

Ⅱ―１．コミュニティ・ビジネスによる雇用創出

福祉、教育、文化、環境保護などの社会需要を満たすサービス分野で、多様

で柔軟なサービスを提供する地域密着型のスモールビジネスが注目されてお

り 「コミュニティ・ビジネス」と呼ばれている。こうした分野は、従来、市、

区町村など地方公共団体が取り組むことが多かった分野であるが、地域行政の

あり方を見直す機運が高まっており、行政サービスの外部委託化などに伴って

コミュニティ・ビジネスを活用する傾向も今後強まっていくものと見込まれ

る。

１．コミュニティ・ビジネスの動向

コミュニティ・ビジネスは、地域のニーズに対応して地域住民が主体とな

って事業を創造するため、新規の雇用機会の創出に役立つとともに、地域に

おいて自ら存在意義ややりがいをもって働くことのできる新しいタイプの雇

用機会として期待を集めている。また、このような動きは、イギリスやアメ

リカでもみられるところであり、特に、サッチャー政権において推進された

行財政構造改革によって、社会サービスをビジネスとして事業化する人々が

多数輩出され 「社会起業家（ 」と呼ばれている。、 ）social entrepreneur

日本でも、国の行財政構造改革にともなって、地方公共団体でも今までの

地域行政の在り方を見直す機運が高まってきており、行政サービスの外部委

託化、ＮＰＯ法人の協力を仰いだ事業運営の活発化などの動きが広まってき

ている。地域の実情に応じた雇用創出を進めていくためにも、今後、コミュ

ニティ・ビジネスを活用していくことが不可欠となろう。

(1)コミュニティ・ビジネスの概念

地域住民が中心となって、地域社会において発生している問題に対応する

ための事業を起こし、問題の解決に向け有効な活動を展開している事例が現

実に現れてきている。こうした事業は、近年 「コミュニティ・ビジネス」、

と呼ばれ、地域社会の活性化と同時に雇用の受け皿としても期待されるよう

になってきている。
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10コミュニティ・ビジネスが展開されている分野としては おおむね次の、

分野がある。

① 福祉・保健・医療

② 教育

③ 環境

④ まちづくり

⑤ 就業支援・人材育成

⑥ 産業支援・地域資源活用

⑦ 災害時の支援・安全確保

⑧ 観光・交流

⑨ 文化・芸術・スポーツ振興

⑩ コミュニティ・ビジネスのための中間支援

これらの分野の事業は、従来、市区町村などの地方公共団体が取り組むこ

とが多かったが、柔軟なサービスが提供できること、また、こうした社会需

要に積極的にこたえてサービスを提供しようとする地域住民が増えてきたこ

とから、注目を集めるようになってきている。

また、コミュニティ・ビジネスには、社会的なサービス分野を担うことに

加え 「ビジネス」として事業の継続性や自立性を備えることが求められて、

いる。このため一定の事業規模や事業の運営体制が確保される必要があると

とらえられている。なお、その実施主体の形態には制約はなく、地域に密着

して事業を展開している事業体であれば、ＮＰＯ、労働者協同組合、企業組

合、有限会社、株式会社など、その形態にかかわらず 「コミュニティ・ビ、

ジネス」と呼ばれている（参照：ＮＰＯ法人・コミュニティ・ビジネスサポ

ートセンター資料（資料 。11））

なお、コミュニティ・ビジネスにおいて想定される「地域」の範囲とは概

ね中学校の学校区の範囲をさしている場合が多いと言われている。

(2)コミュニティ・ビジネス拡大の背景

近年、コミュニティ・ビジネスが拡大してきた背景として、次のような事

情が考えられる。

、 。 、 、第１に 地域住民の意識の変化がある 従来 地域社会で発生した問題は

地方公共団体にその解決を委ねる場合が多かったが、問題解決のために主体

的に行動しようとする人々が増えてきているものと考えられる。

第２に、従来、地域の共同体を支えるのに役立ってきた自治会、商店街な
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どが衰退し、地域の共同体意識が薄れたり、協同して実施していた行事・事

業が運営しにくくなってきたことから、新たな地域共同体の受け皿として期

待されるようになってきている。

第３に、社会情勢の変化が速く、地域において必要とされる社会的なニー

ズも多様化していることから、行政サービスだけで全てに対応することが難

しくなっており、一定の利益を見込めるサービス分野については、民間によ

る事業の柔軟性や迅速性に期待するようになってきている。

第４に、雇用情勢が厳しく、失業者の再就職が大変難しくなっていること

から、新しい雇用の受け皿として期待されており、現状では就業条件面での

見劣りがあるが、働くことを希望する側にとっても、地域において自ら存在

意義ややりがいをもって働くことのできる雇用の場として注目されている。

なお、雇用対策として進められてきた雇用創出事業によって地方公共団体か

らの委託事業が増え、また、各種の事業おこしの支援策が拡充されてきたこ

ともコミュニティ・ビジネス拡大の背景となった。

公益的な社会サービスの提供にあたって、政府部門の他に民間部門へ期待

する状況は諸外国においてもみられる。こうした状況に関する国際比較とし

て、民間の非営利セクターの国際比較研究（ジョンズ・ホプキンス大学非営

利セクター国際比較プロジェクト）をみると、たとえば、アメリカ合衆国は

大きな民間非営利セクターを有しており、政府が行う社会福祉よりも、民間

非営利セクターが提供するサービスを志向する「アメリカ人特有の価値観」

の表れであると指摘されている。また、公益的な社会サービスの提供に占め

る民間非営利セクターの役割の軽重は、国によって違いがあるが、全体とし

て拡大傾向にある。

特に、イギリスでは、近年、民間非営利セクターの役割が大きく拡大して

いる。イギリスでは、民間非営利セクターの役割は、政府の社会政策によっ

てかたちづくられ、その役割は比較的限られたものであった。しかし、サッ

チャー政権（１９７９～１９９０年）では、社会的な問題解決をボランタリ

ー組織を含めた民間セクターに依存する方向が目指され、地域における社会

サービスの提供や保健・医療システムの構造に大きな変化が生じたと言われ

ている。また、この過程で民間非営利セクターに働く人々は増加した。

このような新たな社会需要に答えるため、起業する人々は「社会起業家

（ 」と呼ばれており、日本における「コミュニティ・ビsocial entrepreneur）

ジネス」で事業を立ち上げた人たちとほぼ同義である。
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(３)コミュニティ・ビジネスと協働

地方公共団体によるコミュニティ・ビジネス支援が広がっている。地方公

共団体は、地域での豊かな生活を実現するために様々な事業を展開する必要

があるが、近年では、財政的制約もあり積極的な事業展開が難しいほか、行

政が実施する事業が画一的になりがちで、住民の多様なニーズに応えにくく

なっていることも課題になっている。こうした中にあって、地域の社会的な

ニーズに応えるコミュニティ・ビジネスを支援し、地方公共団体とコミュニ

ティ・ビジネスとの間で効果的な役割分担をすることによって、地域のニー

ズに総体として応えようとする動きが出てきている。

たとえば、大阪府では、平成１３年９月に「ＮＰＯとの協働を進めるため

のガイドライン」を策定し、次の６つの事業分野については、ＮＰＯ（民間

非営利組織）の特長を生かし積極的に協働を進めるべき事業と位置づけられ

た（ 協働」とは、相互の立場や特性を認め、共通する課題の解決や社会的「

目的の実現に向け協力することをいう 。）

① 多くの人々の参加を求める事業

② きめ細かで柔軟な対応が求められる事業

③ 地域の実情にあわせる必要のある事業

④ 府民が当事者性を発揮し主体的に活動する事業

⑤ 特定分野において専門性が発揮できる事業

⑥ これまで行政が取り組んだことのない先駆的な事業

また、ここにおいて定められた協働のパートナーは、認証ＮＰＯ法人に限

られるものではなく、地域のニーズに応える事業主体は広く含まれるもので

あり、コミュニティ・ビジネス分野における協働の考え方として幅広くとら

えられている。

こうした協働の意義としては、一般に、次のように考えられている。

第１に、増加する社会的なニーズに行政がすべて対応しようとすれば、行

政機構の拡張が避けられない。そこで、コミュニティ・ビジネスとして実施

できる部分があれば、適切な役割分担を行うことによって、行政機構をスリ

ムに効率よく運営することができる。

第２に、コミュニティ・ビジネスは、地域住民に密着し、多様なニーズに

対応することができ、提供される社会的サービスの質が向上し、かつ、効率

的な事業運営を期待することできる。
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第３に、特定の分野で活動するコミュニティ・ビジネスでは、専門的な知

、 、識やノウハウを有している場合があり そうした特性を生かすことによって

柔軟で専門性を備えたサービス提供を実現することが期待できる。

(４)雇用対策としてのコミュニティ・ビジネスの活用

地方公共団体がコミュニティ・ビジネスに着目し、コミュニティ・ビジネ

ス支援を行う動きが広まっている背景には、コミュニティ・ビジネスとの協

働についての期待に加え、コミュニティ・ビジネスによって地域資源を有効

に活用し、地域活性化や雇用創出を行うことへの期待がある。

コミュニティ・ビジネスは、地域住民が主体となって地域資源を活用する

ことによって、地域において生じている課題を解決していくものととらえる

ことができる。地方公共団体は、こうした視点からコミュニティ・ビジネス

の立ち上げを支援し、地域の活性化や雇用の創出を目指している。

、 「 」 、たとえば 三鷹市が支援している シニアＳＯＨＯ普及サロン・三鷹 は

企業を離職・退職した中高年齢者にパソコン研修を行いながら、教わった人

がまた新たに教えるという連鎖を繰り返し、パソコンの習得者を増やしてい

るが、最終的には、家庭でのインターネット導入のための訪問サポートやパ

ソコン研修講師を務めることができている。東京のベッドタウン地域におい

て、企業離職者を地域資源として活かした地域活性化の事業であり、就業支

援としても効果的で、雇用創出にも役立っている。

また、新潟県が支援している「都岐沙羅パートナーズセンター」は、コミ

ュニティ・ビジネスの中間支援組織で、地域での事業おこしのアイデアを募

集し、応募のあった事業計画を審査をしたりアドバイザーを派遣したりする

ことによって、コミュニティ・ビジネスの立ち上げを支援している。その成

果は、地域の活性化であり、雇用創出として現れている。

地方分権の推進により、地方公共団体も、国の施策とあいまって地域の実

情に応じて雇用に関する施策を推進していくことが求められている。また、

平成１１年から開始された地域の雇用創出事業である「緊急地域雇用特別交

付金事業 （平成１４年からは緊急地域雇用創出特別交付金）をきっかけと」

して、地方公共団体においても雇用対策への関心が高まっており、雇用創出

事業の委託先として、ＮＰＯや地域密着型の企業を選ぶことによって、コミ

ュニティ・ビジネスの立ち上げにも役立ってきた。

地方公共団体によっては、コミュニティ・ビジネス支援を雇用創出策とし

て位置づけて実施する動きもある。また、国の施策による事業の立ち上げ支
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援や就職促進の施策が、地域においてはコミュニティ・ビジネス支援として

活用されていく可能性も高い。今後の雇用対策は地域の実情に応じ、地域そ

れぞれが工夫をこらしながら、柔軟にまた主体的に実施される必要がある。

、 、その際 地方公共団体が地域の実情に応じた雇用創出を進めていくためにも

コミュニティ・ビジネスを活用していくことが不可欠であろう。

また、国もコミュニティ・ビジネスの立ち上げの支援に役立つよう各種助

成制度を創設しており、地域貢献のための事業を支援する「地域雇用受皿事

業特別奨励金」制度を平成１５年２月より発足させている。これらの制度の

積極的な活用が期待される（資料 。13）

２．コミュニティ・ビジネス分野の雇用の実情と展望

地域住民の主体的な活動や地方公共団体の後押しなどもあり、雇用の場を

提供するコミュニティ・ビジネスも次第に広まりつつある。しかし、その実

態を把握する数値統計は、十分に整備されていない。また、ヒアリングやア

ンケート調査から浮かび上がる実態の一部をみても課題は多い。現状では、

独身の若年層、主婦、生活に余裕がある退職者など、主たる所得の源泉を他

に持つ者でないと、コミュニティ・ビジネスに従事することは一般に難しい

状況にある。

(１)コミュニティ・ビジネスにおける雇用の動き

コミュニティ・ビジネスには、地域に密着して事業を展開しているもの

であれば、その実施主体の形態に制約はないが、その実態的な担い手は、

ＮＰＯ、協同組合等（労働者協同組合、企業組合 、小規模企業（地域に密）

着した有限会社、株式会社）などである。

これらの分野の統計数値は、必ずしも良く整備されているわけではない

が、近年、コミュニティ・ビジネスにおける雇用は継続的に増加している

とみられ、今後の雇用創出を展望する場合に重要な分野になっている。た

とえば、平成１０年１２月に施行された特定非営利活動促進法に基づき認

証を受けた法人（認証ＮＰＯ法人）は、継続的に増加しており、平成１４

年末で９３２９団体を数え、平成１５年２月には１万団体を突破した。Ｎ

ＰＯの事務局で働くスタッフも増加していると考えられる。また、全国中

小企業団体中央会の調べによって、企業組合数をみると平成１２年度を底
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として長期的な減少傾向から増加に転じており、特に、サービス分野にお

。 、ける新設組合数が増加している サービス分野の企業組合の活動としては

介護・福祉ビジネス、高齢者による起業などがあり、コミュニティ・ビジ

ネスの立ち上げとして企業組合を活用しているものとみられる。

ただし、これらＮＰＯ、企業組合等の数値を合算しても、コミュニティ

・ビジネスを表象する数値とはならないと考えられる。たとえば、認証Ｎ

ＰＯ以外の任意団体も含めたＮＰＯは、１８万団体程度あり、内閣府「市

民活動団体等基本調査 （平成１３年）をみると、１団体当たりの有給の事」

務局スタッフ数は平均で１．１人であるため、約２０万人程度の就労者が

ＮＰＯで働いているものとみられる。しかし、このうち、一定の財政規模

を持ち、事業の継続性や自立性を備え 「ビジネス」として成立していると、

みられるものは、その一部であり、コミュニティ・ビジネスとしてのＮＰ

Ｏでの雇用は３万人程度と推計される（事業の継続性・自立性を確認でき

るものとして、一定の財政規模の事業体に限り、少なくとも常用の事務局

スタッフが１名以上いるものとなるように推計した 。また、企業組合を活）

用して起業する場合でも、コミュニティ・ビジネス以外の分野での事業を

行っている場合もある。

このようなことを踏まえ、１の( )のコミュニティ・ビジネスの概念に合1

、 、致したものを推計すると コミュニティ・ビジネスの雇用規模については

現状で約６万人程度と見込まれている（その内訳はＮＰＯで約３万、それ

以外の協同組合、企業等で約３万と見込まれている 。）

(２)労働条件・雇用管理の実情

コミュニティ・ビジネスを担う組織の形態としては、ＮＰＯ（ＮＰＯ法

人、それ以外の市民活動団体 、協同組合等（労働者協同組合（ワーカーズ）

コレクティブ 、企業組合 、会社（有限会社、株式会社）などに分かれる） ）

が、特に、ＮＰＯについては、人材確保、雇用管理の面での課題が指摘さ

れている。

一般に、ＮＰＯ法人は、事務局スタッフを有し安定的な事業運営を志向

しており、決してボランティアの集まりではない。ただし、事務局の大半

は非常勤スタッフで構成されており、事業活動に専従することのできる人

材を確保することが非常に難しい状態にある。

経済産業研究所「ＮＰＯ法人アンケート調査結果 （平成１４年７月）に」

よると、ＮＰＯ法人の事務局スタッフ数の平均は６．３人であるが、その
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うち常勤スタッフは２．３人であり、さらに有給の常勤スタッフは、１．

７人にすぎない。また、有給の常勤スタッフの平均給与（１年間）は、約

１９４万円であり、２００万円以上の者は４５．０％、３００万円以上の

者は２０．３％、４００万円以上の者は６．１％となっている。

厚生労働省 毎月勤労統計調査 平成１４年 により 現金給与総額 １「 」（ ） 、 （

年間）を計算すると約４１２万円（事業所規模５人以上の常用労働者を調

査）であり、ＮＰＯ法人の平均的な給与水準は、一般的な賃金水準の半分

程度の水準と見込まれる。なお、コミュニティ・ビジネスに関する関東経

済産業局調べ（平成１４年）によると、ＮＰＯ以外も含めたコミュニティ

・ビジネス全体でみた常勤者年間給与は、２００万円以上の者が４６．７

％、３００万円以上の者は２６．６％、４００万円以上の者は１０．０％

である。給与水準は、ＮＰＯだけの場合に比べて若干良いが、賃金水準が

低いことはコミュニティ・ビジネス全体の課題であるといえる。

今後、コミュニティ・ビジネスは、事業規模の拡大や事業の高度化に向

け、運営体制の専門化・体系化を進める必要があるが、現状では、専門的

な能力を有する事務局スタッフの確保は難しく、人材確保・人材育成が大

きな課題である。また、賃金が低いということだけではなく、賃金が事業

、 、・財政状況に左右される 組織的・継続的な能力形成の仕組みがないなど

雇用管理の面でも課題がある。こうしたことから、現状では、独身の若年

層、主婦、生活に余裕がある退職者など、主たる所得の源泉を他に持つも

のでないと、コミュニティ・ビジネスを行うことは一般に難しい状況にあ

る。

また、コミュニティ・ビジネスで働く場合には、労働保険等が適用にな

らない場合があり、就業におけ保障の面から課題がある。ＮＰＯの事務局

に働く常勤スタッフの場合は雇用関係が明確であり労働保険の適用になる

が、労働者協同組合、企業組合などでは、個別に雇用関係が認められる場

合に限って労働保険が適用されることになっている。

(3)経営の不安定性と人材・雇用面の課題

コミュニティ・ビジネスで働く人たちは、地域に貢献しようとする熱意

から働いている場合が多く、そこに集まる人々のそれぞれの関わり方を尊

重しあっており、明確な雇用関係を認めることが難しい場合がある。コミ

ュニティ・ビジネスにおいて、雇用関係を認めることができるのは、ＮＰ

Ｏの事務局に働くスタッフや、コミュニティ・ビジネス分野の会社に働く
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労働者であり、協同組合等（労働者協同組合、企業組合）などでは、個別

に指揮・命令の関係を確認することによって、雇用関係を認定するしかな

い。

こうしたことは、労働保険の適用の面からも課題となるが、同時に、労

働条件の向上、雇用管理の改善という面からも課題となる。コミュニティ

・ビジネスにおいて支払われている報酬の性格については、雇用関係のも

とで支払われるものは賃金であり、労働条件の一つであるが、もし、そう

でなければ、労働市場から引き離され世間相場が通用しないことになる。

コミュニティ・ビジネスでは、仕事を通じての「やりがい」や充実感に

仕事をする主な目的があるため、働く人たちに報酬の額自体へのこだわり

が少ない場合が見受けられる。このため、事業収入が変動すると従事者へ

の報酬の支払いが後回しになりがちで、安定した報酬の提供、長期的な視

点からの人材育成、魅力的な条件を提示しての人材確保などが課題となっ

ている。

コミュニティ・ビジネスにおける雇用管理面での問題の背景として、経

営の不安定性や非効率性が指摘されており、また、地方公共団体など行政

機関からの補助金、助成金を受けているものも多く、経営として自立した

事業体にまで育っていないという問題もある。

経営の安定性、事業の効率性、自立性を実現するには、事業を運営する

ための優秀な人材を確保することが不可欠である。継続的で安定した雇用

機会を創出することを目標にすることによって、事業の不安定性や非効率

、 、 、 、 、性を改善する努力が促され それによって 人材確保 育成 定着が進み

、 、提供するサービスの質や事業の内容が高度化し 事業が安定化するという

良い方向での循環が生み出されることが期待される。

また、行政機関から委託を受ける場合でも、事業実施の専門的能力を有

していることが必要であるし、事業を拡大する場合には融資をうけ資金を

調達する必要もあるが、経理処理など内部管理体制が不備なため、必要資

金量の見積もり、返済能力、金利負担などの把握ができていないケースが

見受けられる。さらに、コミュニティ・ビジネスでは、事業を立ち上げる

リーダーの個性が強いため、独自の運営に固執する場合も見受けられる。

事業情報を積極的に公開したり、他の事業事例の情報を柔軟に受け入れて

いくことによって、よりよいビジネスモデルを構築していくことが求めら

れるが、情報交換や人材交流は十分であるとは言えない。さらに、コミュ

ニティ・ビジネスや新規起業に多様な人々の参加が得られるようにしてい
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くため、企業においてみられる兼業禁止規定を見直す必要があるとする意

見もある。

このようにコミュニティ・ビジネスでは、人材確保、雇用管理、資金調

達、情報不足など課題が多く、経営面の課題の取組と人材・雇用面の課題

の取組を一体的に進めながら、地域での有効な雇用機会として健全な形で

育成していくことが求められる。

３．雇用創出に向けた関係者からの提言

コミュニティ・ビジネス分野のヒアリングを通じた雇用創出に向けた提言

としては、

第１に、今後も、地方公共団体からの委託事業が増加していくと見込まれ

るため、事業実施のための人材の確保が課題であり、企業で専門的職業能力

を培ったホワイトカラー離職者を共同で雇用したり、就職支援のためにコミ

ュニティ・ビジネス向けの共済制度を創設することなどが要望された。

第２に、事業の運営・拡大のために、コミュニティ・ビジネス向けの融資

制度が拡充されることが必要だとされた。

第３に、コミュニティ・ビジネスを健全に育成していく観点から、中間支

援組織の設立を促進し、それによって、コミュニティ・ビジネス向けの人材

支援、情報支援等を充実していくことが有効だとされた。

(1)人材確保、雇用管理改善のための支援

コミュニティ・ビジネスに対しては、地方公共団体は今後も協働の方針

をとっていくものと見込まれるため、委託業務は引き続き増加していくと

予想される。このため、事業実施のための人材確保が今後も課題である。

コミュニティ・ビジネスでは、事業を管理するためのノウハウを有する

人材が特に必要とされているが、近年では、大企業での職務経験をつんだ

離職者・退職者が多く、経理・財務、人事・労務などのホワイトカラーの

専門的な職務分野で経験を有する者が、コミュニティ・ビジネスに就職す

ることが期待されている。しかし、現状では、コミュニティ・ビジネスが

大企業並の労働条件や雇用管理を提供することは難しいし、単体のコミュ

ニティ・ビジネスでは、専門的な人材をフルタイムで雇用するだけの業務

量がないのが一般的である。
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このため、複数のコミュニティ・ビジネスが共同して専門的人材を雇用

したり、中間支援組織などが雇用した専門的人材を個々のコミュニティ・

ビジネスに派遣するなどの仕組みを整備することについて、コミュニティ

・ビジネス側からの要望が強く、ホワイトカラー失業者向けの就職支援策

としても有効であると言われている。

また、コミュニティ・ビジネスに働く人のなかには雇用関係が明確でな

く、労働保険が適用にならない場合があるため、失業時の所得補償制度や

事故に対応した手当を整備して欲しいという要望もある。こうしたことか

ら、コミュニティ・ビジネス向けの共済制度を創設し、労働保険で対応で

きない人たち向けの補償を行うことで、コミュニティ・ビジネスへの就業

支援措置とすることも提案されている。

また、この他に、コミュニティ・ビジネスへの就職支援のための給付金

を活用したり、コミュニティ・ビジネス向けの人材育成講座を充実してい

くことも期待される。

(2)資金支援の実施

コミュニティ・ビジネスでは、地方公共団体からの受託など確実な事業

予測のもとに事業を拡大させる場合などに、返済可能な範囲で運転資金等

の資金需要が発生する場合があり、平成１３年には労働金庫が認証ＮＰＯ

法人を対象として実施するＮＰＯ事業サポートローンが創設されている。

しかしながら、一般的にはコミュニティ・ビジネスは現状では融資を受け

ることは容易ではないと言われている。このため、コミュニティ・クレジ

ット（複数のコミュニティビジネスが連携・協力してグループ的に貸し付

けを受ける仕組み）やコミュニティ・ファンド（行政による信用肩代わり

又は信用保証）の創設など、円滑な事業拡大が図れるような方策に対して

の要望が強い。

また、こうした融資の枠組みを準備する場合には、コミュニティ・ビジ

ネス側での経理能力の向上も必要であり、事業運営における資金管理、債

務管理などが確実に行えるよう、金融上の専門的な支援（テクニカル・ア

シスタンス）が必要であるという指摘もある。

(3)中間支援組織を通じたネットワーク支援の実施

コミュニティ・ビジネスを支援するためには、地方公共団体と連携し、

個々のコミュニティ・ビジネスを育成・支援する中間支援組織を設立する
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ことが有効だという意見がある。中間支援組織の機能としては、人材面、

資金面、情報面から個々のコミュニティ・ビジネスを育成・支援する機能

が期待されており、個々のコミュニティ・ビジネスに起業や支援の情報を

提供し、また、相互の情報交換を促進するほか、専門的人材を雇用し、個

々のコミュニティ・ビジネスの支援のために派遣したりするようなことが

求められている。

このように地方公共団体や地域住民から適切に評価された中間支援組織

が、コミュニティ・ビジネスの育成・支援機能を担っていくことで、個々

のコミュニティ・ビジネスが実力をつけ、相互の交流や連携も強まってい

くこととなり、地域内でのまとまりをもった雇用機会が創出されることが

期待される。
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Ⅱ―２．環境関連分野での雇用創出

現代の大量生産・大量消費・大量廃棄型の産業社会は、人類の生存基盤であ

る自然環境のバランスを破壊し、地球規模での環境問題を生みだした。これか

らは 「持続可能な社会」の形成を目標に、地球環境に調和した産業構造を実、

現していくことが課題となる。一方、こうした方向での環境政策の推進は、産

業活動に負荷を与え雇用を縮減する方向に作用することが懸念されているが、

世界的問題である環境分野の問題にいち早く取り組むことは、国際的にも通用

する質の高い環境技術・サービスを創造することにつながる。国際競争力をも

った環境技術関連産業を生み出すことが、質の高い雇用機会を創造していくた

めにも重要である。

今後は環境技術分野の人材育成を推進するとともに、世界のモデルとなるよ

うな環境ルールを徹底し、環境面での技術革新投資を促す一方で、環境技術の

開発の制約になる規制は戦略的に撤廃していくなど、政策運営の総合化・体系

化が必要である。また、自然環境に負荷の少ない社会資本整備の在り方につい

て積極的に検討する必要があり、環境調和型公共事業が、新たな環境技術関連

産業に波及していくことによって、公共投資の雇用創出効果が向上することも

期待できる。

１．環境政策と経済社会の動向

地球環境問題への認識が高まり 「持続可能な社会」を形成していくた、

め、環境に関する規制や企業活動に対する負荷が増加していくことが予測

されている。このため、今後の環境政策は、企業への負荷を通して、雇用

にマイナスの影響を及ぼすという見方がある。しかし、これを技術革新の

観点からみれば、環境制約のもとでの新たな技術革新分野のニーズを生み

出しているとみることができ、新しい「環境ビジネス」創設の契機ともな

るものである。諸外国の例をみても環境ビジネスによる雇用の創出は多い

に期待できる。

(1)地球環境問題への認識の高まり

日本の環境問題は、高度経済成長期において発生した産業型公害問題から

始まり、都市生活型公害など公害の性格が次第に変わっていくとともに、経
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済活動規模の巨大化に伴い、環境問題を地球規模で認識し、国際的な視野か

ら行動することが求められる地球環境問題へと変遷してきた。

人間の経済活動は、その基盤となる様々な資源・エネルギーを自然界から

採取し、不用となった物質等を自然界に排出することによって成り立ってい

る。ところが、現代の大量生産・大量消費・大量廃棄型の経済システムは、

その採取量や排出量を著しく高め、自然環境の自立的な恒常性や生態系の安

定性に大きな悪影響を及ぼすに至っている。

自然環境は人間の生存基盤であるが、現代の経済システムは、自然環境の

負荷が大きく人間の生存そのものを脅かす大きな問題にまで発展し、その解

決は地球レベルで模索される必要があることから 「地球環境問題」と呼ば、

れているのである。

、「 」こうした地球環境問題への国民の意識は高まっており 持続可能な社会

を構築していくことを目標とした「環境基本計画」が平成１２（２０００）

年に閣議決定された。計画では 「持続可能な社会」を、環境を構成する大、

気、水、土壌、生物間の相互関係により形成される諸システムにおいて健全

な相互関係を保ち、それらのシステムに悪影響を与えないことが必要な社会

であるとし、次の４点を社会経済活動における方向性としてまとめた。

① 再生産可能な資源は、長期的再生産が可能な範囲で利用し、再生産不可

能な資源は、他の資源で代替不可能な用途での利用にとどめ、できるだ

け再生資源で代替すること。

② 環境負荷の排出を、環境の自浄能力の範囲にとどめること。

③ 人間活動を生態系の機能を維持できる範囲内にとどめること。

④ 不可逆的な生物多様性の減少を回避することが必要であること。

(2)環境ビジネスとその動向

今後の企業活動にとって、持続可能な社会の形成は前提条件であり、その

前提のもとで新たな需要を見つけだしたり、技術革新によって新たなビジネ

。 、スチャンスをつかみとることを戦略的にねらっていくことができる 実際に

こうした発想にたって、新規の事業を創造したり、事業を拡張していく動き

も生じており、一般に「環境ビジネス」と呼ばれている。

環境ビジネスは 産業活動を通じて 環境保全に資する製品やサービス エ、 、 （「

コプロダクツ ）提供したり、経済システムを環境配慮型のものに変えてい」

く上で役に立つ技術などを提供しようとするものであり、経済システムに参

加するそれぞれの主体の行動を通じて、持続可能な社会を形成していくとい
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う意味で、重要な役割を担っていくものと見込まれる。また、経済システム

における競争を通じて、日本経済の国際競争力を高め、同時に、雇用機会を

生み出していく役割も期待されている。

環境ビジネスを押し進める要因としては「環境経営」の広まりがある。国

民各層での地球環境問題の認識が高まっており、企業経営においても持続可

能な社会の形成を意識した経営態度が、次第に定着しつつあるが、こうした

経営姿勢は、一般に 「環境経営」と呼ばれている。国際標準化機構（ＩＳ、

Ｏ）が１９９６年に環境マネジメントシステムの規格（ＩＳＯ１４００１）

を制定したことがきっかけとなり、日本においても環境経営は広まりをみせ

ており、こうした動きは、環境ビジネスを後押しする背景となっているので

ある。環境経営を支援するためのソフト系の環境ビジネスや循環型社会を実

現するための製品、機器、プラントを供給するハード系の環境ビジネスの両

面で、日本においても環境ビジネスが拡大している。

(3)環境政策と雇用に関する今までの論考

現代の環境政策は、自然環境への負荷を減らし、持続可能な社会の形成に

向け、経済システムを有効に活用する方向を目指している。しかし、国連環

境開発会議をはじめとした国際的な取り組みにもかかわらず、世界の取り組

みは足並みをそろえているわけではなく、国際競争に直面する企業は、国際

的な競争条件にも強い関心を抱いており、日本だけが、他国よりも厳しい環

境規制や目標を掲げることは適切ではないという見方もある。

こうした中で、環境政策に基づく環境規制が、環境ビジネスや雇用の創出

にとって全体としてどのような影響を与えているのかという関心が高まって

おり、環境政策と雇用の関係に関する研究も世界的に行われている。

ドイツの『環境白書 （２０００年）では、環境分野における雇用規模が』

１３０万人に達し、すでに機械製造業（１１５万人 、食品関連産業（１０）

０万人）を上回るとともに、その増加要因として、省エネルギー規制、建築

物の断熱化プログラム、再生可能エネルギー促進策等の政府の諸施策が契機

となっていると分析している。

また、アメリカ環境保護庁によれば、アメリカのリサイクル・リユース産

業は、自動車製造業に匹敵する雇用を創出しており（１１２万人 、平均賃）

金も就労者平均を上回るなど、産業活性化にも役立っていることが示されて

いる。

さらに、ＯＥＣＤの「環境政策と雇用に関する報告書」では、ＯＥＣＤ加
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盟国の多くが、環境関連産業を、その技術や製品が環境の改善のためだけで

なく、環境関連その他の部門の競争力を高め、それにより雇用を維持、創出

する重要な部門として、より戦略的な見地からとらえていることを報告して

いる。

このように、環境政策が適切に運営されれば、企業活動や経済活動にとっ

て、新しい展開分野を提供していくことが期待される。ドイツ環境省はＯＥ

ＣＤでの研究を参考に、環境政策の雇用に対する潜在的な影響をシミュレー

ションしているが、環境政策は全体として雇用を純増加させる効果を有して

いると結論づけている。このシミュレーションによれば、環境政策が、環境

負荷の高い製品を生産する部門の生産を縮小させ、コストの上昇が投資の代

替や価格の上昇をもたらし、生産減少やコストアップを通じて雇用の減少効

果をもつこととなるが、一方で、環境関連業務・サービスの拡大や環境の質

の向上が産業活動を活性化させる要因が雇用を増やし、また、環境保全型製

品やサービスの国際競争の向上が輸出などの海外需要を増やすなどの効果を

持つことから、全体として、雇用を拡大させていると結論づけられたもので

ある。

(4)環境規制の強化が産業活力を高めた日本での事例

環境規制が経済活動の負担になるという見方は、現時点での技術の実現可

能性による評価に依拠する場合に、陥りがちな見方であるが、将来における

、 、技術の実現可能性を視野に入れて 環境負荷の低減を目標としていくことは

積極的な技術革新に導かれて、経済活動の面から見ても好ましい結果を生み

出すことがありうる。こうした例として、日本では、昭和５０年代の自動車

排出ガス規制を例にあげることができる。

自動車排出ガス規制については、１９７０年にアメリカにおいて、自動車

排出ガスの９割削減を盛り込んだ「マスキー法」が成立したが、成立当初か

ら、アメリカ自動車業界は実行不可能であると反発を強め、その実施にあた

り延期及び緩和措置がとられることとなった。一方、日本では、技術的困難

性を解消することが可能であることが確認でき、アメリカの「マスキー法」

同様の排出ガス規制が導入され、昭和５３（１９７８）年度には、国内のす

べての自動車メーカーで、エンジン技術の進展により排出ガス基準をクリア

する自動車が生産可能となった。

これらの一連の日本国内での対応は、日本製自動車の世界市場への躍進の

一因となった。環境政策が、産業分野における技術革新を促すように運営さ
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れる場合には、雇用創出にとっても有効である一つの実証例であるというこ

とができる。

２．環境ビジネスにおける雇用の実情と展望

環境ビジネスにおける雇用創出は、ソフト系（ＩＳＯ１４００１による認

証業務、環境コンサルタントなど）とハード系（環境関連プラントの供給、

省エネルギーのための装置供給など）にわけてみることができる。いずれの

分野においても、現在、雇用は増加しており、今後の拡大も期待できる。就

業形態については、環境ビジネスの企業に 雇用されるもののほか、ＮＰＯ

での就業も拡大していくと見込まれる。

(1)ソフト系の環境ビジネスにおける雇用

① 産業動向

ソフト系の環境ビジネスは、環境経営を支援するビジネスであり、環境

経営コンサルタント、環境情報サービス、環境教育・学習、環境関連金融

などの分野がある。環境経営についての認識が深まっており、また、地球

、 、 、 、温暖化対策 持続可能な社会の形成 土壌汚染対策など 政府の諸対策が

社会的コストの内部化、市場を通じた競争原理の活用など経済システムを

通じた手法となってきているため、環境経営支援ビジネスは、今後も成長

が見込まれる。

② 創出される雇用の分野

、 、 、ソフト系環境ビジネスで創出される雇用機会は コンサルタント 企画

調査・研究などの分野がある。たとえば、コンサルタントでは、環境マネ

ジメントシステムの導入や監査のコンサルティング、企画では、環境報告

書の企画・作成など、調査・研究では、ＩＳＯ１４００１の審査や登録の

ための職務などがある。ただし、実態をあらわす統計資料の整備がなく、

現状では正確な把握が難しい。

③ 就業形態、労働条件

、 、 、就労場所は 既存大企業の社内組織 金融機関・監査法人やその子会社

シンクタンク、中小の新興企業、政策提言型ＮＰＯ、ＮＧＯなどである。

企業に働く場合は一般的に見られる雇用契約のもとで正規職員で働く場合

がほとんどのようである。採用は、関連分野の教育を受けた新規学卒者の
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採用、経験者の中途採用のほか、大企業では社内異動によるものもある。

また、定年退職者を嘱託等で採用する場合もある。

労働条件についても、統計的な資料はないが、インターネットなどに公

開されている関連企業の求人票などによると、大学卒業者で平均的な初任

給賃金より高く、環境ビジネス分野では、相対的に労働条件のよい職場が

拡大しているとみることができる。

(2)ハード系の環境ビジネスにおける雇用

① 産業動向

ハード系環境ビジネスは、公害防止、廃棄物処理、リサイクル、環境修

復、環境調和型エネルギー供給などのために、機器、プラント、製品、材

料を提供するほか、機器・プラントの運用を行うビジネス分野である。

機器・プラントを供給する分野では、環境分析装置、公害防止装置、廃

棄物処理装置、リサイクル装置などのビジネスがあり、材料・製品を供給

する分野では、環境関連資材、環境調和型製品などのビジネスがある。ま

た機器・プラントを運用するビジネスとして、下水・し尿処理、廃棄物処

理・リサイクル、環境調和型エネルギーの供給などがある。さらに、現地

施工など設備の設置・建設までを含むものとしては、施設建設、環境修復

、 。・環境創造 新エネルギー・エネルギー利用効率化などのビジネスもある

これらのビジネスは、国民各層での地球環境問題への認識の深まりによ

り傾向として拡大が見込まれるが、環境関連資材、環境分析装置、公害防

止装置などは環境規制が強化された場合、さらなる拡大が見込まれる。ま

、 、 、た 新エネルギー・エネルギー利用効率化は地球温暖化対策 廃棄物処理

リサイクル装置、施設建設などは各種リサイクル法の整備などがさらなる

事業拡大を押し進めることとなる。その他、見方は分かれているが、環境

修復・環境創造の分野は土壌汚染対策法により市場拡大がするとの見方が

ある。

なお、装置・施設の運転では、一般に公共事業が多いが、今後、民間に

委託されるなど運営の形態が見直される動きがある。

② 創出される雇用の分野

ハード系環境ビジネスの供給側は、製造業や建設業であり、ビジネスの

拡大に伴い 研究所での研究・開発の職務 工場・生産現場での技能者 ボ、 、 （

イラー管理者、危険物管理者、電気工事技術者など）の雇用機会が拡大す

る。また、現地施工などに伴い、建設会社の現場での労務供給や設備機器
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工事会社、工務店などでの雇用機会が拡大する。

③ 就業形態、労働条件

従事者の就労場所は、製造業の工場・研究所、建設会社、設備機器工事

会社、工務店などであり、就業形態や労働条件は、旧来からの労働者と変

わるところはないと思われる。全般に正規従業員が多く、研究・開発など

の分野では、大学院（修士以上）卒の者を新規学卒者で採用する場合が多

いとみられる。

３．雇用創出に向けた関係者からの提言

環境関連分野のヒアリングを通じた雇用創出に向けた提言としては、

第１に、環境ビジネスの拡大に人材供給がおいついていないことから、

若年層を中心とした人材養成を強化することが求められた。

第２に、自然環境に負荷の少ない社会資本整備を重視することによって

公共事業の雇用創出効果を高めることができるが、環境調和型の公共事業

の実施について、持続可能な社会を形成し、かつ、雇用創出にも効果的で

あるという観点から、広く社会の理解が得られることが重要だとされた。

第３に、環境ビジネスの拡大を支える環境政策の展開は、雇用創出に役

立つものであるという認識が示され、雇用創出の観点からも積極的な環境

政策の展開の重要性が指摘された。その際、環境規制の強化と緩和を複合

的に対応することが重視され、規制強化によって企業の技術革新投資を促

していく分野と環境技術の実用化のために戦略的に規制緩和を進めていく

分野を明確に定めるなど、政策運営の総合化・体系化が必要であるとされ

た。

(1)環境ビジネスを支える人材の育成

環境ビジネスを対象としている調査研究者からは、環境ビジネスへの人材

養成がおいついていない現状が報告されている。今後についても、環境に関

する規制改革、環境政策の展開によって、ソフト系・ハード系のいずれの環

境ビジネスも長期的な成長分野として、労働力需要が拡大していくと見込ま

れる。このように、環境関連分野での雇用創出の対応としては、長期的な視

点に立った人材育成を重視する意見が強い。また、そこで必要とされる人材

像は、従来の、技術者、研究者とは異なり、関連分野への幅広い知識や自然
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環境との共生の理解などが必要とされる。こうしたことから、求められる人

材像について十分な検討がなされる必要があろう。

「環境ビジネスが求める人材像」のイメージとしては次のようなものが言

われている。

・環境経営の支援を効果的に行える「環境マネジメント型人材」

・技術、契約、資金調達、リスク分担などを横断的にコーディネートできる

「環境インフラ事業のマネージャー」

「 」・持続可能な社会の形成を視野にいれ技術開発に挑める 循環型生産技術者

・大型建設事業や先端技術を自然環境と調和させることのできる「 うるお「

いのある環境創造」技術者」

こうした方向に対応するためには、理系・文系の双方に通じた幅広い教養

を養う必要があり、新技術分野に関する知識の習得の機会が広く開かれてい

なくてはならない。このための対応としては次のようなものが考えられる。

① 新規学卒者の育成と採用：大学・大学院における、新しい環境技術や持

続可能な社会づくりに対応できる柔軟な学科設定。環境マネジメント関連

講座の充実。

② 社会人再教育への支援：カルチャースクール程度ではなく、大学院に在

籍するといった腰をすえた取り組み。

③ 社会人向け単科スクールの充実：必要な科目を必要な時に修得できる社

会人の知識習得機会の拡充。大学などが、良質な講座を適宜・柔軟に提供

し、企業内研修ではカバーできない知識を提供。

(2)持続可能な社会づくりを目標にした新しい社会資本整備の推進

持続可能な社会を形成していくためには、一人一人の国民が生活態度を改

めたり、企業が技術革新によって課題を乗りこえていくことが重要ではある

が、こうした個々の経済主体の取り組みばかりでなく、社会全体としてシス

テム的に問題解決を目指していくことが重要である。その場合、社会資本整

備の分野において、環境調和型の公共事業を実施することも有効であり、そ

の施工技術も実用化段階に近づいている。

環境技術を担う産業機械の業界団体では、環境調和型の「うるおい公共事

業」について研究が行われており、その一つに 「大深度地下「人工水循環、

系」構想 （日本産業機械工業会提案：第２回雇用創出企画会議（平成１４」

年６月６日 ）がある。）

この構想は、東京などの大都市における水循環の課題を 「人間の健全な、



- 33 -

営みに必要な水の機能の回復」という視点から検討し、水辺空間の創造、河

川整備方法の改善、河川水質の改善、雨水貯留の推進、都市内緑化の推進、

浸透舗装の推進、都市域内での水の再利用などの課題に技術的に対応すると

いう観点から提案された新しい社会資本整備の一方策である。

構想の内容は、山手線沿線の大深度地下にドーナッツ状の巨大な地下リン

グを構築し、供給水源の確保を行うとともに、小規模分散型に配水する給水

システムをつくるものである。また、都心部に降った雨水を地下水・下水処

理水とともに河川上流域や海域へ放流することもできる。この構想では、都

市が供給水源を持つことにより、うるおいのある都市空間を整備することが

でき、地下配管が雨水貯留機能を持つことから降水量の過大過小に対する緩

衝となり、渇水、洪水対策としての効果も期待される。

また、こうした大規模プラントは、処理装置ビジネス、運転・維持管理ビ

ジネス、環境創造ビジネス、下水高度処理ビジネス、水供給設備ビジネスな

ど多数のビジネスと複合しており、経済的な波及効果も大きい。

公共事業のあり方については議論があるところではあるが、雇用創出の観

点からは、経済への波及効果が大きく、乗数効果の高い公共事業は有効需要

を拡大し雇用需要を増やす点から引き続き重要である。環境調和型であり、

持続可能な社会の形成に役立つ公共事業について、国民各層のコンセンサス

を得て事業展開が行えるよう、社会的な意思決定システムの再検討と再構築

が必要である。

(3)戦略的な規制強化と規制緩和によった総合的な環境政策の展開

環境関連分野のヒアリングを通じて、環境ビジネスの拡大を支える環境政

策の展開は、雇用創出に役立つものであるという認識が示され、雇用創出の

観点からも積極的な環境政策の展開の重要性が指摘された。また、環境政策

の展開にあたっては、環境規制の強化と緩和を複合的に対応することが重視

され、規制強化によって企業の技術革新投資を促していく分野と環境技術の

実用化のために戦略的に規制緩和を進めていく分野を明確に定めるなど、政

策運営の総合化・体系化が必要であるとされた。

たとえば、環境ビジネスの分野では、環境規制の強化がビジネスの拡大に

つながるケースが少なくない。将来的な技術開発可能性が開けている分野で

は、規制を強化することが企業の技術開発や環境経営を積極化させ、ひいて

は、国際競争力を高めるなど、産業活性化にとっても有益である。一方、環

境ビジネスの進展にとって障害となる規制を集中的・戦略的に緩和すること
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によって、技術革新や技術実用化を促すことのできる分野もある。

日本の製造業が保有する「ものづくり」の潜在力には、今後も期待するこ

とができ 「環境と経済が調和した循環型社会の実現」を目標に掲げ、戦略、

的な環境規制の体系を構築していくことが有効である。規制強化と規制緩和

とを適切に使い分け、組み合わせることによって、技術革新と技術の実用化

を進めながら 「高度技術にもとづく循環型社会づくり」を目指していく方、

向性が有力視されている。
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Ⅱ―３．情報通信関連分野での雇用創出

情報通信分野では、コンピュータの小型化・パーソナル化とともに「情報の

デジタル化」が急速に進展したため、文字情報に限られない映像・音声など総

合的な情報の処理・伝達が可能となった。こうした技術展開のフロンティアに

多数の企業が参入し、競争することによってＩＴ（情報通信）産業は、１９９

０年代に世界的な発展をみたが、２１世紀の初頭にいたり、その成長のテンポ

は緩やかなものとなっている。また、情報通信技術の事務作業分野への適用に

、 。よって 作業効率の向上と雇用削減の効果が広く現れるようになってきている

今後の雇用創出に向けては、生活関連産業も含めた幅広い産業に情報通信技

術を押し広げ、生活環境や都市空間の設計に情報通信技術を応用していくこと

（いわゆる「ユビキタス ）によって、新たな複合的産業を生み出していくた」

めの産業政策の展開が重要である。

１．情報通信関連産業の動向

情報通信関連産業の今までの発展においては、コンピューター技術の進展

など技術革新のはたした役割は大きかったが、同時に、技術革新を産業活動

として定着させるための規制改革の役割も大きかった。近年の情報通信産業

の伸び悩みをみると、その景気牽引力は低下しているように見えるが、情報

通信技術が社会や生活に与える影響は幅広く、新しいビジネスモデルを構築

し、再び成長を実現していくことが期待されている。

(1)情報通信技術の発展と今後の展望

情報通信技術革新は 「ＩＴ革命」とも呼ばれ、経済活性化の起爆剤とし、

て大いに期待されている。情報通信技術の革新の本質的な特徴は「情報のデ

」 。 、 、 、ジタル化 にある 情報をアナログで処理する場合には 情報の処理 蓄積

伝達には紙媒体を必要とするなど制約要件が多いが 「情報のデジタル化」、

によって情報を電子信号に置き換えることが容易にできるようになったおか

げで、扱える情報の種類、蓄積の量、伝達の方法などは格段に広がり、拡大

した。そして、こうした「情報のデジタル化」を支えたものはコンピュータ

技術の進展であり、その小型化、パーソナル化であった。

このような情報通信技術の革新が、社会や生活に与える影響は著しく大き



- 36 -

く、たとえば、パーソナルコンピューターで扱える情報の種類は極めて豊富

なものであり、文字・数字情報に限られない映像・音声など総合的な情報を

扱うことができる「マルチメディア」の時代を迎えることとなった。また、

過去から蓄積された知識・ノウハウを自由に使うことができ、職場では業務

支援のアプリケーションによって、より効率的な事務の組み立てが可能とな

った。さらに、インターネットなどの情報伝達手段によって、情報の共有や

活用が格段に進むこととなった。

近年、情報化投資が伸び悩むなどＩＴ技術の景気の牽引力が低下している

ようにみえるが、情報通信技術が社会や生活に与える影響は幅広く、その影

響は今後、長期的に継続していくものと見込まれる。また、情報通信革命の

方向性は、携帯電話の「ｉモード」など無線技術に支えられた「モバイル」

や、広帯域（ ブロードバンド ）による本格的なマルチメディア情報の配「 」

信など新しい領域を切り開いており、今後も技術革新に支えられた雇用創出

分野として、期待を集めていくものと思われる。

(2)情報通信産業をめぐる制度改革と今後の課題

情報通信分野の発展を振り返る場合、その前提として 「情報のデジタル、

化」という技術革新があったことは確かであるが、それと同様に、情報通信

分野における大きな制度改革が実施されたことも重要であった。

１９８５年に日本電信電話公社が民営化され、日本電信電話株式会社（Ｎ

ＴＴ）となり、８７年以降、新規事業者（ＮＣＣ）の新規参入が活発化し、

事業者間での競争と技術進歩が相乗的に進行した。このことは、新規事業者

における雇用の創出と、ＮＴＴにおける交換機のデジタル化などの性能向上

をもたらし、通話料金は大幅に低下した。また、移動体通信では、１９９４

年の端末売りきり制導入をきっかけとして携帯電話の急速な普及と性能の向

上がもたらされた。

このように、技術革新に主導された情報通信分野の発展は、その制度のあ

り方が大きく影響しており、今後も規制改革と適切な制度運営により、産業

分野としての発展と雇用の創出が期待されている。
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２．情報通信関連分野の雇用の実情と展望

情報通信産業の雇用創出は、ソフトウェア開発などの「情報サービス業」

といわゆる「ブロードバンドビジネス （通信業と映像・音声・文字情報制」

作業が融合したマルチメディア・コンテンツを扱う新しいビジネス）にわけ

てみることができる。情報サービス産業の雇用は、多くの事務がコンピュー

タ処理に切り替わっていくことにともなって、ソフトウェア開発やシステム

インテグレーション・サービスなどのための人材需要があり、拡大を続けて

いる。一方、ブロードバンドビジネスについては、情報通信産業の発展の方

向として期待はされているが、今のところ、明確な産業分野として確立する

ところまではいたっていない。今後のブロードバンドビジネスの発展の前提

。 、 、としてコンテンツの充実が期待されている また 情報通信技術の高度化は

コンテンツ配信だけでなく、生活環境や都市空間の情報化など、新しい生活

スタイルを提案する方向に活用することもでき、こうした方向に対応した既

存産業の情報化（たとえば、ユビキタス化の考えに立った「情報家電」の開

発など）が雇用を創出していくと見込まれる。

(1)情報サービス業における雇用

① 産業動向

情報サービス産業とは、コンピュータのプログラム作成、委託を受けた

情報の処理、その他、情報の収集・加工・蓄積・提供などを行うものをい

う。情報サービス産業の成立は、大型コンピュータを商用に用いて事務処

理を行うことができるようになった１９６０年代であり、その後、コンピ

ュータ技術の進展に伴い、業界の形態も変化してきた。売上高は１３兆７

千億円、就業者数は５６万５千人であり、産業の立地は首都圏に集中して

いることから、雇用も首都圏中心に増加している。

情報サービス産業のなかの諸分野のうち、今後の成長が見込まれる分野

、 、 、は システムインテグレーション・サービス アウトソーシングサービス

受託ソフトウェアの分野であり、このような分野での雇用の拡大が期待さ

れる。また、近年のインターネットの普及から、情報システム構築もイン

ターネット向けのネットワーク技術のニーズが高まっているほか、セキュ

リティ技術へのニーズも高く、こうした技術対応の可能な技術者の需要も

大きい。
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② 創出される雇用の分野

今後、雇用の増加が見込まれる職種としては、ＩＴコンサルタント、プ

、 、 、ロジェクトマネージャー ネットワーク技術者 データベース技術者など

高度なＩＴエンジニアに対するニーズが高く、現段階で慢性的な人手不足

状態にある。これらの職種の労働者が適切に供給されれば、雇用創出をか

なりの確度で実現することができるが、一方、プログラマーなど一部の職

種では過剰感があり、ＩＴエンジニアが一律に不足しているというわけで

はない。

高度なＩＴエンジニアのための教育については、各企業での社内研修の

、 （ 、 、 ）ほか 社外 コンピュータメーカ プロダクトメーカ 専門の研修会社等

の研修などを実施しているが、企業サイドでは有能な学卒者・若年者の採

用への期待も大きい。

③ 就業形態、労働条件

情報サービス産業に働く従業者は、正規従業員が多く、労働条件も他産

業に比べ相対的に良いといえる。年間の労働時間は全産業平均より短く、

所定内労働時間の短縮は進んでいる。ただし、所定外労働時間は長く、特

に、チームリーダーなど特定の職員に仕事が集中するなどの問題がある。

、 、賃金については 初任給や若年層の賃金水準は全産業平均より少ないが

３０歳代半ば以降になると全産業平均を上回っている。新規学卒者の学歴

別採用割合は、大学卒業者が７割を超え、大学院卒も１割を超えている。

学卒専攻比率は、理科系６割、文科系４割で、就労場所については、シス

テムを取引先に納入する関係から、取引先常駐比率が２割程度と高い。

(2)ブロードバンドビジネスにおける雇用

① 産業動向

ブロードバンドビジネスとは、情報通信産業のうち、通信業と映像・音

声・文字情報制作業を融合させた新しい技術分野のビジネスであり、豊富

なデジタル・コンテンツをＡＤＳＬ、光ファイバなどの高速・広帯域のネ

ットワークによって配信することによって、新しいビジネスモデルを生み

出すことが期待されているものである。

「ブロードバンドビジネス」はインターネット接続などの通信分野を担

う「ブロードバンド・アクセスサービス」と送信されるソフト（コンテン

ツ）をつくる「ブロードバンド・コンテンツビジネス」に大別される。ブ

ロードバンドビジネスへの期待が高まったのは、常時接続型のインターネ
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ット接続サービスの分野で、通信事業者間での競争が進み、低料金でのサ

ービス提供が開始されたことに端を発しており、平成１３（２００１）年

。 、末ころよりＡＤＳＬの加入者が急速に拡大している その増加の勢いから

ここ１～２年の間、ＡＤＳＬがブロードバンド・アクセスサービスの牽引

役として期待され、そこで配信されるコンテンツの内容が充実すれば、ブ

ロードバンドが大きなビジネス分野になるとの見込みが広まっている。ま

た、豊富なコンテンツの送信ばかりでなく、ネットワークの双方向性を活

かすことによって、ＢｔｏＣ型のＥＣ（電子商取引）の市場拡大の引き金

となることも期待されている。

② 創出される雇用の分野

ブロードバンドビジネスのうち 「ブロードバンド・アクセスサービス」、

、 、 、では ＡＤＳＬ事業や電気通信工事業などにおいて ＩＰ技術エンジニア

アプリケーションアーキテクチャ、カスタマーセンター、ＦＴＴＨ敷設工

事作業などの雇用創出が見込まれる。また 「ブロードバンド・コンテンツ、

ビジネス」では、コンテンツ配信や配信管理などにおいて、コンテンツ制

作、マーチャント開発、カスタマーサポート、ネットワークエンジニア、

サーバーエンジニア、ソフトウェア開発などの雇用創出が見込まれる。

これら雇用創出の特徴としては、ネットワークエンジニアなどの高度な

技術者の需要が企業横断的に生まれてくるほか、同時に、労働集約的な分

野でも雇用機会が生まれてくる場合が予想され、カスタマーサポート（顧

客管理、営業 、情報更新作業などの従事者、インフラ建設工事、保守業務）

などの雇用創出が見込まれる。

ただし、労働集約的な雇用創出が労働者の希望に応じた雇用管理や労働

条件を備えているかは不確かであり、需要の大きいＩＰ技術は、固定電話

時代の通信技術と発展が不連続であり、技術者の転換が難しいという問題

がある。

また、電子ブック、音楽配信、ビデオ・オン・デマンドなどのコンテン

ツ作成などの分野がインターネットアクセス分野と融合するなどして、ま

とまった新産業分野がうまれる可能性があるか否かについても、既存分野

・事業の中の一部にブロードバンドビジネスが入り込んでいくという形態

。 、 、 、となる可能性を指摘する向きも少なくない たとえば 出版社 映画会社

、 、広告会社などが 取り扱うコンテンツをブロードバンドで配信するために

ネットワーク技術を社内に抱え込むような形態が想定できる。この場合に

は、既存の従業員がネットワークの知識を高度化させつつ、社内に最低限
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のネットワーク技術者を雇用すればたりることになる。

③ 就業形態、労働条件

、 、 、ブロードバンドビジネスの求人募集は 通信キャリア ポータルサイト

ＣＤＮ、コンテンツ制作等の分野から、インターネット上に公募されてお

り、中途採用者やパート・アルバイトの求人が多い。

中途採用の正社員は、ネットワーク技術者やシステムプロデューサーの

ような高度な技術者が多く、コンテンツプロデューサーのようなＴＶ・雑

誌の経験のあるクリエータの求人もある。労働条件面の特徴では、裁量労

働制やフレックスタイム制をとるものが少なくない。

一方、パート・アルバイトの求人については、カスタマーサポート（顧

客管理、営業 、情報更新作業など労働集約的な業務で必要とされているも）

のとみられる。

④ 雇用創出における留意点

ブロードバンドビジネスの雇用創出については拡大への期待と同時に、

留意すべき点がある。すなわち、固定通信分野では、今まで多くの人員削

減がなされてきており、雇用の創出のスピードが喪失のスピードをカバー

できるのか、関係者の見解に開きがあることである。

たとえば、日本電信電話公社が民営化された１９８５年に従業員数は約

３０万人であったが、近年のＮＴＴグループ全体の従業員数は２０万人程

度であり、１０万人程度の雇用が失われてきた。ブロードバンドビジネス

を生み出す「情報のデジタル化」の動きは、労働生産性の向上と接続料の

引き下げを通じて、利用者へは多大な恩恵をもたらしたが、交換機のデジ

タル化にともなう性能向上、交換手など接続部門の従業員の削減、保守部

門の従業員の削減などが進んだ。通信事業では、業態の変化と技術革新が

一体的に進んだが、古い技術体系に根ざす雇用機会は大幅に削減された。

新しい技術体系のもとでのブロードバンドビジネスの拡大は、古い技術

体系のもとでの電話事業の大幅な縮小をもたらしたが、雇用創出のスピー

ドが喪失のスピードを上回ることができるか、また、円滑な労働移動が実

現できるかなどは、労働問題として重要な課題であり、それは、日本国内

ばかりでなく、情報通信革命が引き起こした世界的な課題として注目を集

めている。

２００２年５月スイスのジュネーブにおいてＩＬＯの郵便テレコム３者

構成会議が開催され、通信事業分野における課題は各国において共通であ

るとの認識が深まった。各国において、携帯電話、インターネット関連、
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ネットワーク・プランニング、マーケッティング、顧客管理での雇用は拡

大しているが、旧来の設備、修理、交換器保守、ケーブル保守等の雇用は

喪失している。また、雇用の創出が喪失のスピードを上回っているかは、

会議での検討テーマとなったが、共通の認識は得られていない。新しい雇

用機会が提供する労働条件についても、満足のいくものか、継続的な技能

向上を保証するものか、などについても、認識の隔たりがあった。ＩＬＯ

では、こうした問題について、ミニ会合などを通じて柔軟で弾力的な検討

体制の構築が要請されている。

(3)ユビキタス化による産業と雇用の展望

① 産業動向

情報通信技術の革新では、アメリカが主導したこともあって、ソフトウ

ェアや技術の利用方法について、アメリカ型の手法がデファクトスタンダ

（ ） 、ード 市場の実勢によって事実上の標準とみなされること になっており

日本の情報通信産業が国際競争力を確保していくためには、情報通信技術

の本質的な技術動向を理解し、日本の産業上の強みを活かしていく大きな

「 」 。意味での 国家戦略 を構築していくことが必要であるという意見がある

情報通信技術の革新の本質的な構成要素とは、ＣＰＵ（中央処理装置）

性能、ネットワーク伝送容量、記憶媒体コストの３つが、それぞれ高い向

上を示すということであり、その進展は２つの収束先に向かう必然性をも

っていると言われている。その第１は、小さく安くなった情報機器が、人

間に常に携行され、人間の情報処理活動（認知、変換、蓄積、編集統合、

伝達）を支援するモバイル、ウェアラブルの方向性であり、第２は、マイ

クロプロセッサが環境のなかにあまねく埋め込まれていき、ネットワーク

・データベースサーバと連動することにより、時間、場所、状況に応じた

情報支援を行うユビキタスという方向性である（ ユビキタス」とはラテン「

語で、いたるところに存在するという意味 。）

高度情報通信社会の将来的な着地点を、モバイル化とユビキタス化にお

いて、そこに日本型のライフスタイルモデルとビジネスモデルを展望して

いくことができれば、日本の情報通信産業、ひいては日本産業全体の活性

化をうながし、雇用創出を実現することが期待できる。

こうした戦略的検討は、まだはじまったばかりではあるが、産業・業種

横断的に多くの企業が結集したコンソーシアムが創設され、新しい製品・

サービスの創造や新しいビジネスモデルを目指す取り組みが活性化してい
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る。

② 創出される雇用の分野など

モバイル・ユビキタス化の取り組みとしては、たとえば「情報家電」な

どがあり、家庭にある電気器具がネットワークで結ばれ、外出先から携帯

。 、電話をつかって家庭内の電気器具を制御することが実用段階にある また

高度に発展したマルチメディア端末が開発されれば、居ながらにして、医

療機関の診断、サービスを得ることも可能となろう。都市環境では、街の

なかにマイクロプロセッサが埋め込まれ、訪れる人々はウェアラブルコン

ピュータの力を借り、新しく豊かな地域情報、ショッピング情報、ルート

案内などを受けることなどもできる。ユビキタス化の課程で巨大な情報化

投資が予想され、これを実現するために多様なＩＴ技術者の需要が発生す

るであろう。これらに基づく雇用は今のところ期待にとどまるものである

が、情報通信企業、消費関連企業、出版社、総合家電メーカーなどが連携

・協力して実現性のあるプロジェクトを提案しはじめており、雇用創出の

観点から、引き続き、実情把握に努める必要がある。

３．雇用創出に向けた関係者からの提言

情報通信関連分野のヒアリングを通じた雇用創出に向けた提言としては、

第１に、情報サービス産業においては高度なＩＴエンジニアの確保が課題

となっていることから、ＩＴ人材の大学での養成強化や企業での教育体制の

充実が必要とされた。

第２に、情報通信技術を押し進める情報化投資には、諸手続の電子化など

が大きな促進要因となることから 「電子政府」の推進が求められるとされ、

た。

、 、 、 、第３に 今後の情報通信技術の適用範囲は格段に広がるため 情報 家電

生活などの諸産業の融合とそれを支える人材の育成が重要であるとされた。

また、こうした融合産業を生み出していくため、産業横断的に共同開発・共

同投資を促していくような産業ビジョンづくりに取り組む必要があるとされ

た。

(1)情報サービス産業を支える人材の育成

（ 、 、高度なＩＴエンジニア ＩＴコンサルタント プロジェクトマネージャー
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ネットワーク技術者、データベース技術者）の確保が、情報サービス産業各

社の戦略的な課題となっており、その労働需要はかなり大きいものと見通さ

れている。また、各社は、実力にみあった処遇を可能とする人事システムの

整備、教育体制の充実が進めているが、基本的には、ＩＴエンジニアの養成

数自体を増加させる必要があり、学校・大学教育を通じた若年層での供給数

を増やしていく必要があるとされている。その際、若年層のＩＴ人材の育成

については、日本の大学教育における取り組みが、アメリカに比べ劣ってお

り、特に実務能力の習得については、企業内教育の負担が大きすぎるという

指摘が強い。

これらの意見・指摘を踏まえ、ＩＴ人材を質量ともに充実させ、日本社会

を高度な情報通信社会に導いていく必要があり、特に、大学における情報通

信技術教育の充実を指摘する声が強い。

(2)電子政府の実現と行政の情報化の推進

情報通信産業において、雇用創出が進んでいくためには、ユーザーの情報

化投資が拡大していくことが前提となる。広く生活の場において情報化が進

み、ネットワーク化が進んでいけば情報化投資が促進され、さらに情報化が

進展するという循環が生まれていく。行政による諸手続きの電子化や報告・

届出のオンライン化など 「電子政府」に向けた取り組みは、こうした情報、

。 、化投資を促すことになる 情報化を生活者の利便性につながていくためには

行政の情報化をより一層進めていくことが求められており、それを通じて雇

用創出が実現されると指摘されている。

(3)高度情報通信社会における産業ビジョンづくり

現在、情報通信技術分野において進行している技術革新の性格をより深く

読みとると、それは「モバイル化」と「ユビキタス化」という方向で、生活

や社会のいたるところにマイクロチップが存在し、情報通信技術が身近なイ

ンフラとして定着することによって、人間の生活を強力にバックアップする

環境の創造へと向かっている。

、 、こうした方向は コンピュータの小型化・低廉化を通じてますます進行し

社会や生活の場でより自然に情報通信技術の成果が利用することが可能とな

る。しかし、こうした活用の方法を具体的に検討し、産業化する試みが積み

重ねられなくては、新規の産業創造も雇用創出も難しいといえる。

このため、情報、家電、医療、生活などを融合した複合的産業分野を創造
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していくことを目指して、産業ビジョンを作りあげ、関係企業の共同開発・

共同投資を促していくなど、新たな成長のシナリオを検討していくことが重

要だとする意見が少なくない。その際、日本産業の基盤技術のうち、国際的

に優位にある分野に大規模な実用化投資を呼び込むような枠組みが重要であ

り、幅広い生活関連産業にネットワーク技術を押し広げ、快適な生活環境を

提案することのできる生活重視型の複合産業の創造が、日本において実現妥

当性の高いシナリオであろうとされている。

こうしたビジネスモデルの構築に向け、産業ビジョンを検討していくのと

同時に、そこで必要とされる、融合的・複合的な人材についてもイメージを

かため、中長期的な観点からの人材養成や円滑な労働移動を進めることも必

要とされる。
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Ⅱ―４．生活関連分野での雇用創出

日本社会の成熟化が進んできたことにより、一人一人がそれぞれに豊かさを

実感できる生活を作り上げていくことを期待しており、生活関連分野では、選

択的でより高い質を備えた消費財・サービスへの需要が高まっている。また、

高齢化が進んでいくことからも、高齢者が安心し、質の高い生活を楽しむこと

ができるよう、生活関連産業の着実な成長が望まれている。

こうした望ましい高齢化社会に向け、高齢者の安心できる生活環境を実現し

ていくために、既存住宅ストックを改善していく住宅リフォーム産業が注目さ

れており、雇用創出の場としても期待がもたれている他、フィットネスなどの

健康関連産業の成長にも期待がもたれており、現実に雇用機会も拡大してきて

いる。

今後の住宅産業の発展のためには、新築住宅の建設を前提としてきた従来の

工法や慣行を住宅リフォームに適合したものに改革していくことや、健康関連

サービスを提供する人材の育成・質の向上が課題となっている。

１．生活関連産業の動向

消費生活は、少子高齢化、情報化、サービス経済化など、大きな潮流変化

の中にある。こうした変化を着実にとらえ、一人一人のニーズにきめ細かく

対応していくことのできる、生活関連産業が発展していくことができれば、

雇用創出の効果も大きなものとなることが期待される。

(1)消費生活変化の底流と生活関連産業

個人、家庭向けのサービス業が拡大しており、広い意味での生活関連産業

は、今後の雇用創出が大いに期待される分野である。これらの動向は、消費

生活の変化の潮流を反映したもので、次の５つの潮流から大きな影響を受け

ている。

① 少子高齢化

日本の人口は、平成１８（２００６）年をピークに減少することが見込

まれ、人口構成では、少子・高齢化の傾向がますます強まっていく。高齢

者の増加は、老後生活を支え豊かにしていく様々なビジネスを生み出し、

雇用を創出する可能性を秘めており、高齢者自身が高齢者市場の労働力に
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なっていくと見込まれる。一方、子供向けの生活関連産業は痛手を受ける

が、単価をあげることができる子供向け産業は影響が少ないとみられる。

② 情報化

生活関連産業でもＩＴ技術の活用が進み、たとえば、通常の注文や対応

は情報機器を使用し、特別な場合に専門家が個別に接するというような、

。高度な情報通信技術と高い人的能力の有効な組み合わせが目指されていく

壁一面をディスプレイにするリフォーム、電子化されたアミューズメント

施設、映像を多用する葬祭産業、ｅラーニングなど様々な新規事業の創設

が予想されている。

③ 外部サービスへの依存

家族数の減少と女性の社会進出は外部サービスへの依存を高めている。

家庭内の雑務を代行するサービスや高齢者向けの生活支援サービスは成長

が見込まれる。規制改革を通じてタクシー業が、福祉や介護の機能を備え

た生活支援サービスへと進化する可能性もあり、ＮＰＯなど、営利企業に

限られない多様な生活支援サービスの担い手が登場してくることも予想さ

れる。

④ 合理化の欲求

生活者が外部サービスに頼ったり、新しい家電製品を購入したりする動

きは、省力化・合理化の欲求として理解することができる。生活者の省力

化・合理化の欲求は大きな流れになってきており、たとえば、今後は自動

車を購入せずにレンタルリースするなど所有から使用への流れが強まるこ

とが予想され、そのことが新たなサービス産業を生み出したり、環境技術

を多用した自動車の継続的な技術革新・モデルチェンジを促進していくこ

とが見込まれる。

⑤ 遊戯化の欲求

省力化・合理化によってもたらされる生活水準の実質的な向上は、生活

への楽しみを求める遊戯化の欲求を高めていく。コンピュータも性能ばか

りでなく、遊戯性が魅力の一つとなり、サービス業では楽しさを提供でき

る人材が求められる。今後の生活関連産業では、楽しさの提供による「退

屈退治」が最大のテーマになる可能性を秘めている。

(2)生活関連産業を構成する諸業種の動向

雇用創出が見込まれる生活関連産業としては、次のようなものがある。

① 住宅関連
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今後、新築住宅の着工は減少するが、住宅ストックの質の改善に向け住

宅リフォームの拡大が期待され、関連する住宅サービス産業も拡大してい

くと見込まれる。

（雇用創出が見込まれるビジネスの例）

・住宅リフォーム

・住宅関連アフターサービス業務

・ホームセキュリティサービス

・ホームセンターなどのＤＩＹ産業

・住宅仲介・管理受託等のノンアセットビジネス

② 健康・福祉関連

健康づくりへの関心が高まっており、高齢者の生活行動・意識も従来よ

り積極化していることから、フィットネス、ヘルスケアなどのビジネスが

拡大していくと見込まれる。また、福祉用具なども、最初からユニバーサ

ルな使用を前提としたものを制作していくことが目指されている。

（雇用創出が見込まれるビジネスの例）

・フィットネス産業

・ヘルスケア等のサービス

・シニア層、在宅高齢者向けのサービス・商品の開発・供給

・ユニバーサルデザインに基づく日常生活品・福祉用具の供給

③ その他の生活関連

生活の充実をめざして、個人生活では、外部にサービスの提供を求めた

り、生活に楽しさを感じることのできるサービスを求めたりする動きが強

まっていることから、主に個人サービスの分野で、新しいサービスや事業

が展開していく可能性が高まっている。

（雇用創出が見込まれるビジネスの例）

・デリバリーサービス

・アミューズメント

・ペット・ガーデニング産業

・葬祭産業

・カルチャー・教育産業
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２．生活関連分野の雇用の実情と展望

生活関連産業では、住宅リフォームなどの「住宅産業」のほか健康関連の

サービス産業として「フィットネス産業」などの成長が期待でき、現状をみ

ても、フィットネス産業では、雇用の増加が続いている。この他、現段階で

は、独立した産業にまで成長はしていないものの、デリバリーサービス、ア

、 。ミューズメント ヘルスケアなどでの生活関連産業の雇用創出が期待される

(1)住宅リフォームなどの住宅産業の雇用

① 産業動向

新設住宅着工戸数の推移をみると、バブル期に１７３万戸を記録してか

ら減少傾向にあり、バブル崩壊後は１５０万戸程度、近年では１２０万戸

程度の水準にまで低下している。近年の住宅着工戸数の低迷は、全般的な

景気低迷などの影響があり、潜在的な新築住宅の需要よりも低迷している

と思われるが、長期的な傾向としては新築住宅の着工戸数が減少していく

ことは間違いなく、今後の住宅ストックの質的改善にとってリフォームの

果たす役割は、ますます大きなものとなる。

現在の住宅リフォームの市場規模については、２．３兆円（建築基準法

の建築確認を必要とする規模のもの 、５．１兆円（ 財）住宅リフォーム） （

・紛争処理支援センターの推計で分譲マンションの大規模修繕等を含まな

いもの）などの数値がある。住宅産業は裾野が広いため、住宅リフォーム

について、明確な市場規模の推定は難しい。住宅リフォーム分野の拡大に

伴う波及効果については、増築・改築の工事に加え、エアコン、家具等の

家庭用耐久消費財、インテリア商品等の購入など、かなり幅広く想定する

ことができ、雇用創出にとっても大きなインパクトを持つことが期待でき

る。

② 創出される雇用の分野、就業形態等

、 、 、住宅リフォームに取り組んでいる企業は 総合建設業 ハウスメーカー

大工・工務店、リフォーム専業企業、各種専門工事業、不動産業、マンシ

ョン・建物管理業など多岐にわたっており、各社での就業者・雇用者とし

て雇用機会が生み出されている。
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(2)フィットネス産業の雇用

① 産業動向

フィットネス産業は、全国１８５０店のフィットネスクラブにより構成

、 。された業界であり 一般的な健康志向の高まりによって成長が続いている

フィットネスクラブは、快適で安全な健康づくりの環境を提供する会員制

の施設で、ジム、スダジオ、プールの３セット（フィットネスの「三種の

神器」とよばれる）にロッカールームを備え付ける施設が標準的ケースと

なっている。最近では、より高い満足感を求める会員の志向にあわせて、

大きなお風呂、アリーナ、マッサージルームなどを付帯する施設が増える

傾向にある。

フィットネス産業の成長は、施設数の増加、既存店の改修・改築による

集客増、中高年会員の増加による定着率の向上・客単価増などの要素に支

えられている。今後については、中高年齢者の数が増え入会員数も増加し

ていく見込みであること、マスコミ等の影響もありフィットネスの認知が

さらにひろがるとみられること、健康志向も強まっていくと見込まれるこ

、 、 。と などから 引き続きフィットネス産業の成長を期待することができる

② 創出される雇用の分野、就業形態など

フィットネス産業の従業員は、一般に、正社員、パート・アルバイト、

指導員の３形態に分かれており、正社員は、経営幹部、本部スタッフ（人

事、総務、開発、営業、企画など 、店舗マネージャー、チーフインストラ）

クターなど、パート・アルバイトは、フロント、ジム、プールの補助スタ

ッフ、指導員はフリーインストラクター、専門社員インストラクターなど

の職務を担っている。

従業員は全体として増加傾向にあるが、正社員の伸びは小さく、非正社

員（パート・アルバイト、指導員等）で増加が大きい。なお、最近のフィ

ットネスクラブによっては、旧来のパート・アルバイト等の形態を 「専門、

社員」と「フレンド社員」にわけるなどして、合理的な事業運営を構築し

ようとする動きがある（ 専門社員」は、１年契約で、特定の分野について「

、「 」 、 、専門的に働くもの フレンド社員 は 旧来のパート・アルバイトのうち

専門社員を除く有期社員 。）

また、指導員については、顧客ニーズの高度化・個別化、指導員のモチ

ベーションアップ、コストマネージメントなどの観点から「パーソナルト

レーニング」の導入が進んでいる。パーソナルトレーニングとは、指導員

（パーソナルトレーナー）が顧客と一対一でトレーニングを指導・サポー
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トするもので、パーソナルトレーナーは、運動生理学、解剖学、栄養学な

どの知識やトレーニング、安全管理などの技術を持ち合わせていなくては

ならない。パーソナルトレーナーは、パーソナルトレーニングの拡大に応

じて増加しており、日本での就業形態としては、完全歩合制の契約指導員

で、報酬は売上げの７～８割となるのが一般的なパターンである。

(3)その他の生活関連産業の雇用

① 産業動向

生活関連分野は、産業分野としてすそのが広く、また、新しいビジネス

分野が成長しつつあることもあって、既存の業界団体がない新しいビジネ

ス分野においては、産業実情の把握に課題がある。

ただし、今後、産業動向に応じて、効果的な支援策をとりまとめ、生活

関連分野での雇用創出を後押ししていくためには、実態把握は不可欠であ

り、業界における団体や協議会を通じて実情把握をすすめる方法に加え、

行政が自ら実態把握を行うパイプをつくったり、将来見通しについても行

政自らが将来展望できるよう、消費需要調査や消費者意向調査の実施など

も含めた、柔軟で機動的な調査・検討体制を整備していく必要がある。

② 創出される雇用の分野、就業形態など

サービス産業分野は、一般に労働生産性の向上が課題とされており、生

、 。活関連のサービス分野では 標準化によるコストの低減が目指されている

その具体的な方法としては、作業工程を要素に分解して標準化したあとに

再構築するもので、現実にも、こうした方法による新しいビジネスモデル

が生まれてきている。サービス業における労働生産性の向上のためには、

分解された各要素において、サービス需要者が何を欲しているのか、どの

要素を不要と考えているのか、コスト削減のためにどこを削るのかなどを

突きとめ、それを高度なレベルで統合するシステム構築力が求められてい

る。

このように、サービス産業分野では、雇用構造が大きく変化しており、

高度なレベルが要求される経営管理者と標準化されたマニュアル労働へと

分化する傾向がみられる。たとえば、住宅リフォーム産業では、顧客と接

客し、その求めるところをプランとして適切に具体化できる高度な管理者

が必要であり、一方で、できるだけ低コストでリフォームを実現すること

ができる現場工法や作業のマニュアル化が求められている。フィットネス

産業でも 「パーソナルトレーナー」のような高度で専門的な指導能力が必、
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要な職務と 「フレンド社員」などのマニュアル労働への分化がみられる。、

こうした傾向は、サービス産業全般の動向であり、事業拡張のために高度

な経営管理者をより多く採用する必要がでていることと、マニュアル的作

業を担う従業者の職業能力開発がサービスの質の向上にとってネックにな

ってきていることとが、ともに課題となっている。

３．雇用創出に向けた関係者からの提言

生活関連分野のヒアリングを通じた雇用創出に向けた提言としては、

第１に、経営管理者を扱う民間職業紹介の拡大などによって、経営管理

者の採用ルートの拡大が必要であるとされた。これは、多くの生活関連サ

ービス業において、従業員の事務のマニュアル化が進み、労働が標準化さ

れたことに伴って、事業を統括する高度な経営管理者が多数必要になって

いることが背景にある。

第２に、生活関連分野において提供されるサービスの質が、サービスを

提供する労働者の職業能力の水準にかかっていることから、職業能力開発

への支援が充実される必要があるとされた。

第３に、生活関連分野のうち、雇用創出への期待が大きい住宅リフォー

ム分野では、新築住宅建築を前提にした制度・慣行が事業拡大の制約要因

となっていることから、住宅リフォームを促進する制度・慣行に改革して

いく必要があり、また、それに向けた人材育成が重要であるとされた。

(1)経営管理者の採用ルートの拡大

生活関連産業の雇用については、一般に、事業を統括する高度な経営管理

者とマニュアルにより訓練されたサービスを提供する従業員とによって、経

営される傾向を強めている。こうした二極化したモデルが標準的ビジネスモ

デルとして普及する中で、標準化された労働力を効果的に使いこなす高度な

経営管理者のニーズが高まっている。こうした人材については、事業拡張を

続けている企業が、社内の養成だけで確保していくことは量的にも質的にも

不十分であり、在職者からの引き抜きや転職希望の適格者などを供給源とせ

ざるをえない。

こうした事情から、経営管理者の採用ルートの拡大が求められている。経

営管理者の労働力需給調整は、すでに職業紹介事業の規制改革によって自由
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に進めることができる仕組みになっているが、その機能をさらに改善させ、

新規に成長する分野にとって、経営管理者の採用ルートが拡張していくこと

が求められる。

(2)サービス提供者の職業能力向上への支援

生活関連産業における新しいビジネスモデルは、サービス労働を高度な経

営管理能力とマニュアル労働へと分化させる方向に進んでいる。今後の生活

関連産業の成長は、マニュアル化された作業工程が、一人一人の労働者によ

って上手く運営され、低コスト化とサービスの質の向上を通じて、消費者の

潜在的な需要を掘り起こしていけるかにかかっている。

このように、マニュアル労働に支えられたビジネスモデルが継続的に成功

していくためには、継続的なサービスの質を向上が必要であり、そのために

は、サービスを提供する労働者の職業能力開発が重要になる。生活関連産業

における中小の事業体では、一般に職業能力開発のための体系は整備が進ん

でおらず、サービス経済化に対応した公的な職業能力開発の支援策の充実が

求められている。

なお、マニュアル化された労働部分について、作業行程を過度に細分化す

ることは、従事者の達成感を奪うマイナス面もあり、適切な作業単位にくく

ることによって、仕事の達成感を高めていく工夫が必要であるという指摘も

あり、生活関連分野の労働過程について調査・検討を進め、実態や課題など

を整理し、広く情報提供していくことも求められている。

(3)住宅リフォーム等の産業の健全育成に向けた新しいルール策定

住宅リフォームについては、リフォーム工事が多くの工程からなりたって

おり、新築住宅建築と同様の生産方法をとっているとコストアップを招くた

め、標準部品の開発などが課題となっている。また、作業工程についても、

多工程の作業を一体的に行う必要のあるリフォーム作業において、合理化を

行うため、設備工事分野において、電気、ガス、給排水などそれぞれの専門

資格を必要とする現行の専門的資格制度を見直すことも求められている。複

数の細分化された専門的資格制度からなる現行の資格制度を見直し、リフォ

ームにおける「多能工」を認める制度にきりかえることによって、リフォー

ム需要の拡大と雇用創出を促進するような制度慣行への改革が求められてい

る。その方法としては、関連する設備施工を一括対応できる規制緩和（特定

団体の講習会受講により施工に関しリフォームにおいて有資格者とみなすよ
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うな簡易な資格制度への変更）を求める声が強い。

一方、リフォームでは、工事上のトラブルなどが絶えず、その結果、リフ

ォーム事業者全般への不信感につながり、リフォーム市場拡大の制約となっ

ているとの指摘がある。その背景には 「軽微な建設工事」を営む者は建設、

業の許可を必要としないこと（建設業法第３条）などから、参入が容易で、

無許可の範囲でリフォームを営む事業者が少なくないことがある。住宅リフ

ォーム産業を健全に育成していく観点から、関係の規制を洗い直し、規制緩

和と規制強化の両面から規制改革について検討を深める必要があり、住宅リ

フォーム産業の健全育成の観点から規制の強化を求める意見もある。
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Ⅲ．雇用創出に向けた課題

１．創出される雇用の種類

Ⅱにおけるヒアリング結果をもとに、創出される雇用の種類という観点か

ら整理すると、

①社会需要の拡大に伴って「雇用」の枠組みにとらわれない新しい就労形

態が生み出されている職業分野

②環境技術や情報通信技術などの技術革新を担う職業分野

③より高度な消費需要を満たすための専門的職業能力が必要とされる職業

分野

などの職業分野において、今後、雇用が創出されていくものと見込まれ

る。

(1)多様で柔軟な雇用機会を提供する職業分野

社会的なニーズに対応して拡大している福祉、教育、文化、環境保護など

の分野では、地域社会に貢献しよとする熱意から新しいタイプの事業を創設

しようとする人々が出てきており、今までとは異なった多様で柔軟な雇用機

会が生み出されている。今後の雇用創出分野で、このような新しい雇用機会

が拡大していくとみられる分野としては、コミュニティ・ビジネス分野があ

る。

◇コミュニティ・ビジネス（福祉、教育、文化、環境保護などの社会需要を

みたす分野での民間事業）での雇用機会

・ （民間非営利組織）の事務局スタッフ。NPO

・労働者協同組合、企業組合などの組合員。

・コミュニティ・ビジネス分野に参入する小規模会社（株式会社、有限会

社 。）

(2)技術革新を担う職業分野

技術革新に伴って新たに事業を拡大させている、環境技術関連分野や情報

通信関連分野では、より高度な技術を必要とする職業分野で雇用創出が進ん

。 、 、でいる 今後 こうした分野に向けて適切に人材育成を行うことができれば

産業分野としての発展と雇用創出とを足並みをそろえて進めることが期待で
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きる。

こうした職業分野の雇用状況については、一般に、賃金水準も相対的に高

いなど、人材確保を進めるための労働条件・雇用管理を備えている場合が多

い。ただし、人材育成が追いついておらず、高度な技術理解をもった新規学

卒者や社内人材の養成が課題となっている。

今後の雇用創出分野として、技術革新を担う人材が求められる分野は具体

的には次のようなものがある

◇環境関連分野で創出される雇用機会

・環境技術者・技能者（ＣＯ２排出抑制、省エネルギー、環境修復などの

ための技術・開発研究、機器・プラント製造など）

・コンサルタント（環境マネジメントシステムの導入、監査のコンサルテ

ィングなど）

・環境調査・研究関連での職業（環境報告書の企画・作成）

◇情報通信関連分野で創出される雇用機会

・高度なＩＴエンジニアの職業（ＩＴコンサルタント、プロジェクトマネ

ージャー、ネットワーク技術者、データベース技術者）

・ 情報家電」に対応した複合産業技術者・技能者（情報通信、総合家電、「

生活関連などの横断的・複合的分野に対応した技術者・技能者）

(3)新たな専門的能力が求められる職業分野

生活の質を高めるような消費需要に対応した分野では、より安い価格で質

の高いサービスが提供されることが求められている。このため、生活関連産

業では、作業標準化によるコスト削減と質の向上が志向されている。また、

提供されるサービスの質は、労働者の職業能力の向上に依拠するものとなる

ことから、職業能力開発を効果的に実施していくことが、サービスの質を全

体として向上させることにつながり、産業の発展と雇用創出に直接的に役立

つこととなる。

今後の雇用創出分野として、新たな専門的職業能力が求められる分野は、

次のようなものがある。

◇住宅リフォーム分野で創出される雇用機会

・従来の新築建設を前提とした縦割り型の専門的技能職種ではなく、電気・

ガス・水道など横断的に幅広い分野を扱うことのできる横断的技能職種。

・顧客とのコミュニケーションを通じてイメージを図柄で表現することの
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できるリフォームデザイナー。

・顧客の個別の要望を的確に吸い上げ、総合的なリフォーム計画として提

案することのできる営業・販売員。

◇フィットネス産業で創出される雇用機会

・一人一人のニーズをとらえ、モチベーションアップを実現できるパーソ

ナルトレーナー。

・運動生理学、栄養学、安全管理などの知識をもとに高度なサービスを提

供することのできるトレーナー。

２．雇用創出に向けた労働政策の課題

地域社会の問題を解決するために事業展開している「コミュニティ・ビ

ジネス」分野では、地域のニーズに応じて様々なサービスが提供されてお

り、そこで働く人たちも多様な働き方を示している。こうした分野での起

業支援や雇用支援を適切に行うことができれば、雇用機会を大いに拡大す

ることが期待できる。また、こうした多様で柔軟な働き方を支えることが

できる社会制度を提供していく必要もある。このため、従来の「雇用」の

枠組みにこだわらない新しい「働き方」に対する支援の仕組みを、現実に

即して創り出していくことが必要である。今後、コミュニティ・ビジネス

の中間支援組織の機能が高まっていくに伴い、コミュニティ・ビジネス間

の交流・連携が進んでいくものと見込まれるが、それによって「細切れ雇

」 「 」 。用 も集約されていき 雇用機会 として成長していくことが期待される

また、そうした雇用機会を現実に生み出していくために、コミュニティ・

ビジネス間での共同雇用や中間支援組織からの人材派遣などの新しい仕組

みが求められることとなろう。さらに、コミュニティ・ビジネス分野での

使用者責任のあり方について検討するとともに、そこにおける社会保険制

度の在り方を検討することも課題となる。今後、地域貢献の場を「いきが

い・やりがい」の場から、生活も支える「労働」の場へと、もう一段高め

ていくために支援策、制度改革などを幅広く検討していく必要がある。

一方、新産業の創造に伴って、技術革新を担う人材や新たな専門的能力

を備えた人材を必要とする分野も広がっていくものと見込まれ、高度な人

材の需要を的確に見通し、中長期的な視点から人材育成を進めていくこと

。 、が重要である 規制改革の雇用創出効果や今後の技術発展の動向を把握し
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人材育成や新規産業分野への労働移動のための施策を強化することによっ

て、円滑に雇用創出を進めていくことが求められる。その際、計画的な人

材育成を進めていくためにも、新たに創造する産業の姿を将来ビジョンと

して描き出し、そこに向けて、政府と企業が協調して人材育成を進めてい

くことが、円滑な雇用創出にとって重要である。

(1)多様で柔軟な雇用機会づくり

社会需要の拡大にともなって成長しているコミュニティ・ビジネスは、地

域のニーズに応じて様々なサービスを提供しており、そこで働く人たちも多

様な働き方をしている。こうした分野での起業支援や雇用支援を適切に行う

ことができれば、雇用機会を大いに拡大することが期待できる。しかし、コ

ミュニティ・ビジネスにおける雇用管理面の課題は少なくない。たとえば、

コミュニティ・ビジネスでは、事業の不安定性、非効率性のため事業収入の

うち報酬に回される分が後回しにされる傾向があると指摘されている。現状

では、コミュニティ・ビジネスで働く人々の善意によって、地域貢献のサー

ビスが提供されている面がある。今後は、継続的で、安定した雇用機会を生

み出していくことを目標に据えることによって、事業の不安定性や非効率性

を改善する事業面の努力が促されることが期待される。また、このような取

組によって、人材確保や定着が進み、サービスの質の高度化と事業の安定化

が達成される面も重視されるべきであり、人材育成面での支援措置の充実が

望まれる。

コミュニティ・ビジネスでは、継続的で安定した事業運営のため、組織の

管理・運営能力を有する人材へのニーズが強いが、現状では、企業での管理

職経験を有するものにふさわしい労働条件・雇用管理を提供することは極め

て難しい。一方、近年では、大企業での職務経験をつんだ離職者・退職者が

多数おり、特に、経理・財務、人事・労務などでの職務分野で経験を有する

者向けに、コミュニティ・ビジネスで雇用機会を創出していくことが有効で

あろう。その際、コミュニティ・ビジネスが、大企業並の労働条件や雇用管

理を提供することができないので、たとえば、複数のコミュニティ・ビジネ

スの事業体が共同で専門的人材を雇用したり、中間支援組織などが雇用した

専門人材を派遣するなどの効果的な人材確保のための仕組みが望まれる。

このように、従来の「雇用」の枠組みにとらわれない新しい「働き方」を

支える仕組みを、現実に即して創り出すことができれば、多様で柔軟なサー

ビスを提供するコミュニティ・ビジネスにとっては、大きな支援となり、コ
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ミュニティ・ビジネスでの雇用機会も大きく拡大していくことが期待でき

る。その際、複数事業の下での雇用関係にある就労者や事業の責任者につい

ては、現行の社会制度では十分な対応ができないという問題が生じる。新し

く生まれる雇用の形態に対して、使用者責任のあり方について検討するとと

もに、どのような社会制度を提供していくべきか、その在り方について検討

を深める必要がある。

現状のコミュニティ・ビジネスは高齢の退職者や主婦など就職緊要度が必

、 、ずしも高くない人々に対して就労の場を提供しているにすぎないが 今後は

地域貢献の場を「いきがい・やりがい」の場から、生活も支える「労働」の

場へと、もう一段高めていくための制度的検討を進めていくことが重要であ

る。

(2)新産業の創造に向けた人材育成、円滑な労働移動の推進

雇用創出にあたっては、社会の変化に対応し新たな産業を創出しようとす

る事業者の創意・工夫を重視していくことが大切であり、規制改革によって

ビジネスチャンスを開放し、経済を活性化させることが重要である。先のⅡ

においてヒアリングした事例のなかでは、規制改革が雇用創出にとって有効

とみられる分野については、規制緩和、規制強化、規制組み替えなどの方法

によって、次のような新産業の創生、雇用創出が期待される。

◇規制緩和

・規制緩和によって環境技術の実用化を促進することで雇用を創出（燃料電

池自動車の開発・普及のための規制緩和として、水素ステーション普及のた

めの規制緩和、高圧水素ガス燃料装置認定の規制緩和など 。）

◇規制強化

・環境保護のためのルール強化により、企業の技術開発を方向づけることで

環境ビジネスを拡大させ雇用を創出（ＣＯ２排出抑制、省エネルギー、土壌

汚染対策の強化など 。）

・環境を保護するための社会的コストを内部化する「市場のグリーン化」を

、 （ ）。促進し 環境経営支援ビジネスの拡大で雇用を創出 環境報告書作成の促進

◇規制の組み替え

・住宅産業の慣行・制度を住宅リフォーム向けに組み替え、住宅リフォーム

分野で雇用を創出（新築建設を前提とした既存の細分化された専門的職業資

格を横断的なリフォームにふさわしいものへ組み替え 。）

このような規制改革の推進によって新産業創造の取り組みつつ、それぞれ
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の産業・業種分野の特徴を踏まえながら、きめ細かく人材育成や労働移動の

、 。ための施策を展開することで より大きな雇用創出を実現することができる

このような施策の展開については、次のとおりである。

①人材育成

環境技術や高度情報通信技術の分野においては、人材不足が訴えられてお

り、そこに向けた人材育成は、新産業の創造を後押し雇用創出にもなる。ま

た、その際には、最先端での技術分野の動向を踏まえる必要があり、学校教

育や大学研究の現場が、産業界の事業・技術展開の方向に、より積極的に対

応していくことが望まれる。

たとえば、次のような対応が期待される。

・大学、大学院において、新しい環境技術研究や「持続可能な社会」づくり

のための社会システム研究など、従来にない学科・講座を柔軟に設定してい

くことを促進する。

・高度情報通信技術の応用範囲が広がり、今後の産業発展の方向としても、

生活、文化、医療などの知識を備えた 技術者のニーズが高まっていくとIT

見られることから、大学、大学院での学科・講座の総合化・融合化を促進す

る。

・社会人再教育を強化するため、大学院への在籍による再教育、良質な単科

講座の提供による知識習得の機会などを拡大させる。

②円滑な労働移動の促進

雇用創出が進む一方で、その裏では、雇用が失われていく場合が少なくな

い。環境技術分野の発展は、持続可能な社会を形成していくための時代の要

請であるが、たとえば、燃料電池自動車の普及はガソリンエンジン自動車の

需要を減らすこととなり、関連の部品メーカーなども含めて雇用を削減する

効果もある。さらに、光ファイバーなどのデジタル通信網を用いる今後の高

度情報通信技術は、旧来の通信技術と技術的な連続性がほとんどなく、旧来

の技術・技能を支えてきた労働者の雇用問題を慎重に見極めて行かなくては

ならない分野も存在している。また、住宅リフォームの分野でも、既存住宅

ストックを有効に活用することによって、住宅リフォームの件数は拡大する

が、住宅ストック寿命が延び、新築住宅着工戸数は減少することになる。

これらの雇用創出と喪失の関係は、一般に、新たな発展分野が、新規の需

要を開拓しつつ、その発展を実現するための新規の技術開発投資や研究開発

投資が促されるため、全体として、雇用機会は成長していくと期待される。

しかし、そうした分野での転換がうまく行かず、旧来の技術者・技能者が新
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たな分野に移行できなかったり、新規の分野での人材確保がうまく行かなけ

れば、雇用問題の発生を通じた所得・消費の減少、先行き不安による投資の

縮小などによって、マクロ経済における総需要の成長に深刻な障害が生じ、

結果的に期待された雇用創出を実現できない場合もありうる。

このため、雇用創出が見込まれる分野の技術動向を的確に把握・展望しな

がら、円滑な労働移動、新規の人材確保を長期的・計画的観点から推進する

ことは極めて重要な政策課題である。

(3)産業創造に向けたビジョンづくりと計画的な人材育成

技術革新を担う人材や高度な専門的能力を必要とする人材の育成にあたっ

ては、長期的な観点から計画的な人材育成策を展開する必要がある。このた

め、新たに創造する産業の将来イメージを描き出し、それに向けて多くの企

、 。業や産業分野をたばねていくような 政府の総合的な政策運営が必要である

近年、将来社会の展望が難しくなる中で、将来イメージを描き出すことも

また難しく、規制緩和の推進と、民間企業の主体的な選択の積み重ねによっ

て、経済を活性化する方向が強調される場合が多い。しかし、このような考

え方には、次のような憂慮すべき問題が含まれていることが指摘されるよう

になっている。

・実用化に近い産業分野であっても、ライバル企業間の模倣、資金調達、リ

スクなどの問題によって、実用化に向けた投資が進みにくい場合があり、自

由な市場競争に任せていたのでは、新規の産業創造が実現できない場合があ

る。

・企業や業界のグループが、既存の縦割り的な産業区分になっているため、

新たな複合的・融合的技術革新分野を創造するため、複数の技術分野間で必

要な協調を進めることが難しい場合がある。

・技術発展は国ごとに不均等であり、全ての技術分野で国際競争を行うこと

は合理的ではなく、現段階で日本にある程度強みがあるため、集中的な資源

投入を図ることによって、効果的に国際競争力の維持・向上を目指すことが

できる。

、 、これらの諸点を踏まえると 新たに創造すべき産業の将来ビジョンを描き

それに向けて企業や政府の協調による中長期的な方針に立った人材育成を推

進していくことが重要である。さらに、産業の分野によっては、共同開発や

共同投資の推進によって効果的に新産業を創造していくことができる分野も

ある。こうした観点から、産業の将来ビジョンづくりの必要性が高い分野と
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して、次のような分野に注目し、今後の産業政策と労働政策の一体的な運営

について検討を深める必要がある。

◇ユビキタスによる情報家電の創造（高齢化社会にふさわしい生活産業ビジ

ョンを描き出し、情報、家電、医療などによる産業横断的な共同開発や共同

投資を促すことによって生活重視型の複合産業を創造 。）

◇自然環境に負荷の少ない環境調和型の社会資本整備（今後の社会資本整備

は高度な環境技術に支えられた環境調和型のものであることが必要。技術的

に達成可能な環境調和型社会資本の将来ビジョンを提示し、そこに向けて、

幅広い環境ビジネスの技術を結集 。）

３．雇用創出の見込みと今後の検討事項

(1)雇用創出の見込み

Ⅱの４つのヒアリング分野において検討した雇用創出分野において、今ま

で検討してきた規制改革、産業政策、労働政策の運営が実現できれば、雇用

創出の効果は大きく、雇用の喪失規模を上回り、全体として雇用創出を実現

することができると期待される。

この４分野において新産業創出の取り組みと労働政策としての対応を一体

的に取り組んだ場合の雇用創出効果は下表の通りである。創出される雇用の

規模は４分野の総計で１５７万人程度であり、また、この拡大に対し代替的

な負の影響を有する分野の雇用の削減規模は７０万人程度である。雇用創出

に伴い雇用削減分野からも大きな労働移動が生じることとなるが、雇用創出

の効果は全体としては雇用喪失の規模を上回っており、適切な労働政策の運

営により円滑に雇用創出が進むものと見込まれる。

なお、雇用創出効果は概ね１０年後を想定して推計したものである。
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４分野での雇用創出効果

（単位：万人）

分野 創出される雇用の規模と職業の種類

．コミュニティ・ビジネス ・ＮＰＯ事務局のスタッフ、協同組合等の組合員1 90

分野 （公務部門の雇用削減）(△ 30）

．環境関連分野2

( )環境規制の強化 省エネルギー設備の研究・開発技術者1 12 ・

・環境修復ビジネスの技術者、現場技能者

・企業における環境セクションの従事者等

( )環境技術実用化の ・燃料電池自動車の研究・開発技術者等2 4

ための規制緩和 （ガソリン車、部品メーカーでの雇用削減）（ ）△ 1

( )環境調和型の ・水循環系プラントなどの研究・開発技術者、3 3

社会資本整備 現場施工者等

．情報通信関連分野 ・情報家電のための研究・開発技術者等3 13

（廉価な家電は海外生産され雇用削減）（ ）△ 11

．住宅関連分野 ・リフォーム向け多能工、リフォームデザイナー4 35

（新築住宅建設での雇用削減）(△ )28

157

(△ )70

（注）１ （ ）は雇用削減分を推計したもの。．

２．数値の推計にあたっては概ね１０年後を想定した。

(2)今後の検討事項

ここに示された雇用創出の実現のためには、多様で柔軟な雇用機会づくり

を支えることのできる社会制度の在り方を検討するとともに、新産業の創造
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に向けて関係業界団体等と連携して雇用創出策の具体化に努める必要があ

る。さらに今後も、雇用創出が見込まれる分野の検討範囲を広げていくこと

も重要である。

①多様で柔軟な雇用機会づくりに向けた検討の強化

雇用創出のためには、従来の「雇用」の枠組みにとらわれない新しい「働

き方」を支える仕組みを創出する必要があり、そこに向けての検討を強化す

る必要がある。今後、コミュニティ・ビジネスの分野において、複数の事業

のもとでの共同雇用や自立性の高い就労者が増加していく場合に、これらの

人たちに対する使用者責任のあり方について検討するとともに社会保険や労

働保険など働くことにかかわる社会制度全般について検討を深める必要があ

る。

②さらなる産業実情の把握と施策の具体化

技術革新や消費者ニーズに牽引される新産業分野では、雇用創出が見込ま

れるが、こうした新産業分野では、今までのところ産業分類、職業分類の上

で的確な表象がなされておらず、定量的な把握に、なお、大きな課題を残し

ている。また、新産業分野では、事業を成長させるための課題に意識が向か

いがちで、雇用面の問題把握や課題整理が進んでおらず、事業発展と強い結

びつきを有している人材育成の面ですら、十分な実状把握ができていない状

況にある。

今後は、こうした雇用創出の可能性の高い分野について、業界団体等と連

携して、さらなる実状把握に努め、人材ニーズの把握とそれに向けた人材育

成について、具体的な調査・検討を進める必要がある。また、その際、事業

展開の方向が人材ニーズと直結してくることから、中長期的、計画的な人材

育成は実施されるべき規制改革、産業支援策の検討と足並みをそろえて実施

される必要がある。また、これらの検討のうえに、労働力需給や雇用管理面

の課題を整理していくことによって、より具体的で効果の高い雇用創出策を

企画していくことが可能となる。

なお、こうした検討に着手するにあたっては、雇用創出の実現に向けた機

運の成熟度や業界団体の取り組みの進捗が個々に異なっていることから、施

策の具体化に向けた取り組みが可能な分野から漸次実施していくことが妥当

と考えられる。

③雇用創出分野の新たな選定

雇用創出が期待される分野は、今後の技術革新の見込み、国民の選択的行

動から生まれる消費需要の行方、社会的なニーズの変化などに応じて、様々



- 64 -

な方向へと分岐し、拡大していくと予想される。このため、経済・社会の動

きを適切に見通しながら、今後も雇用創出分野の検討範囲をさらに拡大して

いく必要がある。


